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1  適用範囲 

 この規格は，艦船に使用する埋込遮断器（以下，遮断器という。）について規定する。 

 

2  引用規格 

 次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の一部を構成する。これらの引

用規格は，その最新版を適用する。 

NDS F 8001   艦船用電気機器通則 

NDS F 8002  艦船用電気機器試験方法 

NDS F 8005   艦船用機器高衝撃検査方法 

NDS F 8014   艦船用電気機器銘板 

NDS XF 8017  艦船用電気機器振動試験方法 

 

3  用語及び定義 

 この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

3.1 

遮断器 

常規状態においては電路を手動によって開閉し，過負荷又は短絡による電路の異常においては，電

路を自動的に開放する成型絶縁箱に収納された機器をいう。 

この規格では，遮断器本体（以下，ＡＱＢという。），差込端子台（以下，端子台という。）及び必要

に応じて装着される各種付属品の総称をいう。 

3.2 

速入り・速切り 

 とって操作の遅速に関係なく，遮断器の接触子の閉路を高速で行うことを速入りといい，遮断器の

接触子の開路を高速で行うことを速切りという。 

3.3 

定格電流 

 ＡＱＢが定格電圧，定格周波数のもとで規定の温度上昇限度を超えることなく連続的に流し得る実

効値電流の限度をいう。 
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3.4 

設定定格電流 

 ＡＱＢの過電流引外し装置の設定電流値をいう。 

3.5 

定格遮断電流 

規定の条件のもとで遮断できる短絡電流の限度をいう。交流の場合は短絡発生後 1/2 サイクルにお

ける直流分を含む非対称実効値（三相平均値）で表し，直流の場合は最大値で表す。 

3.6 

引外し 

 開閉機構を釈放して遮断器を開放させることをいう。 

3.7 

過電流引外し装置 

遮断器の内部にあって，過負荷電流又は短絡電流に対して引外し動作を行わせる引外し装置をいう。 

3.8 

電圧引外し装置 

  コイルなどに操作電圧を印加することによって，引外し動作を行わせる引外し装置をいう。 

3.9 

事故開路 

  過電流引外し装置が正常な動作をし，遮断器が開放することをいう。 

3.10 

引外し自由 

  投入操作中又は投入指令が維持されているときでも，引外し動作によってその遮断器を引き外すこ

とができることをいう。 

3.11 

リセット操作 

  引外し状態から再び投入できる直前の状態にする操作をいう。 

3.12 

補助スイッチ 

  遮断器の主接触子と機械的に連動して動作するスイッチで，開閉表示などに使われるスイッチをい

う。 

3.13 

警報スイッチ 

  遮断器が引き外されたときだけ動作するスイッチをいう。 

3.14 

とってロック金物 

  遮断器の“入”又は“切”の位置において，とってを拘束し，開閉を阻止する金物をいう。 
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3.15 

限流形遮断器 

  短絡回路の遮断に際し，通過電流を著しく限流させる能力のある遮断器をいう。 

3.16  

限流ユニット 

  通常形遮断器に付加して限流機能を発揮し，限流形遮断器を構成するユニットをいう。 

3.17 

ＴＤ付き限流形遮断器 

 短絡回路の遮断に際し，過電流引外し部に遅延要素（以下，ＴＤという。）をもち，下位の遮断器が

短絡電流を遮断後，引外し動作せずに, 下位電路へ給電を持続することができる選択遮断用の限流形

遮断器をいう。 

3.18 

動作責務 

 定格遮断電流を遮断（Ｏ）後，規定の時間間隔及び回数で投入・遮断（ＣＯ）を行う一連の動作を

いう。 

注記 “Ｏ”は遮断動作を示し，“ＣＯ”は投入・遮断動作を示す。 

3.19 

選択遮断 

  カスケードに接続された２台以上の遮断器が同時に短絡通電した場合，電源から見て下位の遮断器

だけが短絡電流を遮断し，上位の遮断器は引外し動作せずに, 他の下位電路への給電を持続する遮断

方式をいう。 

3.20 

後備保護遮断 

  ２台の遮断器をカスケードに接続して使用するとき，負荷側の遮断器の設置点における規約短絡電

流が，当該遮断器の定格遮断電流を超える場合に，電源側に設置された遮断器の遮断動作が，下位の

遮断器の遮断性能を補うことによって，支障なく短絡電流を遮断する遮断方式をいう。 

  なお，電源側遮断器の定格遮断電流は，その設置点における規約短絡電流以上であるものとする。 

3.21 

ライブフロント形 

  遮断器の端子への外部配線の接続を，表面から行う構造をいう。 

3.22 

デッドフロント形 

  遮断器の端子への外部配線の接続を，裏面から行う構造をいう。 
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3.23 

電動操作装置 

 電動操作装置は，遮断器に装着して使用し，遮断器の“入”，“切”又はリセット操作を電気エネル

ギーによってできる機能をもつ装置をいう。 

3.24 

手動直接操作 

 遮断器の“入”，“切”又はリセット操作が，電動操作装置の手動操作によって直接行われる操作を

いう。 

3.25 

手動間接操作 

 遮断器の“入”操作が，電動操作装置の投入ボタンによって行われる操作をいう。また，遮断器の

“事故開路”が，電動操作装置の引外しボタンによって行われる操作をいう。 

3.26 

自動リセット 

 遮断器が“事故開路”したときに，遮断器に内蔵させた補助スイッチの信号によって電動操作装置

が自動運転し，遮断器を“事故開路”状態から再び“入”操作できる直前の状態にすることをいう。 

3.27 

ばね投入操作方式 

 遮断器の投入操作に直接必要な機械力が，ばねに蓄えられたエネルギーによって与えられる操作方

式をいう。投入ばねの蓄勢を電動機によって行うものを“電動チャージ”，手動によって行うものを“手

動チャージ”という。 

3.28 

手動とってインタロック 

 手動操作とってを電動操作装置の規定の収納位置から取り外した場合，電動操作装置内部の制御電

源が断路されることをいう。 

 

4  種類 

ＡＱＢは，過電流引外し装置の種類によって，熱動・電磁式及び電子式の２種類とし，それぞれに

おけるＡＱＢ及び端子台の種類は，次による。 

4.1  熱動・電磁式 

熱動・電磁式ＡＱＢの種類は表１，端子台の種類は表２及び電動操作装置の種類は表３のとおりと

する。 

なお，ＡＱＢと端子台の適用は表４によるものとし，表５に示す付属品を備えるものとする。 
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表１－ＡＱＢの種類（熱動・電磁式） 

フレーム 

番号 

定格電流 

 

A 

用途 過電流引外し

特性の種類 
a) 

ライブフロント・

デッドフロントの

区別 

非磁性の 

要求 

定格電圧 

 

V 

定格遮 

断電流 

kA 

２ＢＢ 
15,25,50, 
75, 100 

Ｄ Ｆ Ｃ なし 
480 
b) 20 

３ＢＢ 
100,125,150, 
175,200,225, 
250 

Ｄ Ｆ Ｄ，Ｌ あり 
480 
b) 40 

４ＢＢ 
250,300,350, 
400 

Ｄ Ｆ Ｄ あり 
480 
b) 40 

注記 ＡＱＢの種類は，次の例に示すように表す。 

例 ＡＱＢ ２ＢＢ－０７５ Ｆ Ｄ Ｃ Ｘ０ Ｖ０ Ｎ 

   (1)     (2)      (3)  (4) (5) (6)  (7)   (8)  (9) 

(1)  ＡＱＢを表す。 

(2)  フレーム番号を表す。 

(3)  定格電流を３桁の数字で表す。 

(4)  過電流引外し装置の特性の種類を表し，記号は，“Ｆ”とする。 

(5)  直流用を表し，記号は，”Ｄ“とする。 

(6)  ライブフロント形，デッドフロント形の別を表し，記号は次による。 

Ｌ：ライブフロント形 

Ｄ：デッドフロント形 

Ｃ：組み合わせる端子台の種類によって，ライブフロント形又はデッドフロント形のいずれか

の遮断器を構成できるもの。 

(7)  補助スイッチの有無を表し，記号は次による。 

Ｘ１：補助スイッチ１ｃ付き 

Ｘ２：補助スイッチ２ｃ付き 

Ｘ３：補助スイッチ３ｃ付き 

Ｘ４：補助スイッチ４ｃ付き 

Ｘ０：補助スイッチなし 

(8)  電圧引外し装置の有無を表し，記号は次による。 

Ｖ５：電圧引外し装置付き（定格電圧 DC480 V） 

Ｖ０：電圧引外し装置なし 

(9) 非磁性の要求のあるものは記号“Ｎ”で表し，非磁性の要求のないものは空白とする。 

注 a) 5.1.3.1 で示す過電流引外し装置の特性の種類とする。 

b) 定格電圧は DC480 V であるが，DC680 V で 5.1.2 及び 5.1.6 の性能を満足するものとする。 
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表２－端子台の種類（熱動･電磁式） 

フレーム 

番号 

ライブフロント・デッドフロント 

の区別 

非磁性の 

要求 

定格電圧 

V 

定格電流 

A 

付属品端子 

２ＢＢ Ｄ，Ｌ なし DC480 100 あり 

３ＢＢ Ｄ あり DC480 250 あり 

４ＢＢ Ｄ あり DC480 400 あり 

注記 端子台の種類は，次の例に示すように表す。 

例 ＡＱＢＭ ２ＢＢ－Ｄ Ｘ Ｖ Ｓ Ｎ 

       (1)      (2)   (3)(4) (5) (6) (7) 

(1) 端子台を表す。 

(2) フレーム番号を表す。 

(3) ライブフロント形，デッドフロント形の別を表し，記号は次による。 

Ｌ：ライブフロント形 

Ｄ：デッドフロント形 

(4) 補助スイッチ付きＡＱＢとの 適合を表し，記号は次による。 

Ｘ：補助スイッチ付き 

無記号：補助スイッチなし 

(5) 電圧引外し装置付きＡＱＢとの適合を表し，記号は次による。 

Ｖ：電圧引外し装置付き 

無記号：電圧引外し装置なし 

(6) 端子台正極の中間端子である増設端子付きのものを表し，記号は次による。 

Ｓ：増設端子付き 

無記号：増設端子なし 

(7) 非磁性の要求のあるものは記号“Ｎ”で表し，非磁性の要求のないものは空白とする。 

 

 

表３－電動操作装置の種類（熱動･電磁式） 

フレーム 

番号 

定格電圧 

V 

手動直接操作 手動間接操作 自動 

リセット 入 切 入 事故開路 

4Ｂ AC115 あり あり あり なし あり 

注記 電動操作装置の種類は，次の例に示すように表す。 

例 ＡＱＭ ４Ｂ－Ｍ 

     (1)    (2)  (3) 

(1) 電動操作装置を表す。 
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表３－電動操作装置の種類（熱動･電磁式）（続き） 

(2) フレーム番号及び適合するＡＱＢの種類を表し，記号は次による。 

４Ｂ：適合ＡＱＢは，ＡＱＢ４ＢＢ 

(3) 定格電圧を表し，記号は次による。 

Ｍ：AC115 V,60 Hz 

 

表４－ＡＱＢと端子台の適用（熱動・電磁式） 

ＡＱＢの種類 

（付属品を含む。） 

接 

続 

適合端子台（付属品を含む。） 

記号 必要数 

ＡＱＢ２ＢＢ－ ┉┉┉ ＣＸ０Ｖ０ 

Ｄ 
ＡＱＢＭ２ＢＢ－Ｄ １ 

ＡＱＢＭ２ＢＢ－ＤＳ １ 

Ｌ 
ＡＱＢＭ２ＢＢ－Ｌ １ 

ＡＱＢＭ２ＢＢ－ＬＳ １ 

ＡＱＢ２ＢＢ－ ┉┉┉ ＣＸ１Ｖ０ 

ＡＱＢ２ＢＢ－ ┉┉┉ ＣＸ０Ｖ５ 

ＡＱＢ２ＢＢ－ ┉┉┉ ＣＸ１Ｖ５ 

Ｄ 
ＡＱＢＭ２ＢＢ－ＤＸＶ １ 

ＡＱＢＭ２ＢＢ－ＤＸＶＳ １ 

Ｌ 
ＡＱＢＭ２ＢＢ－ＬＸＶ １ 

ＡＱＢＭ２ＢＢ－ＬＸＶＳ １ 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ０Ｖ０（Ｎ） Ｄ ＡＱＢＭ３ＢＢ－Ｄ（Ｎ） １ 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ１Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ２Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ３Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ４Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ０Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ１Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ２Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ３Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ４Ｖ５（Ｎ） 

Ｄ ＡＱＢＭ３ＢＢ－ＤＸＶ（Ｎ） １ 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ０Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ１Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ２Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ３Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ４Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ０Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ１Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ２Ｖ５（Ｎ） 

Ｌ ― ０ 
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表４－ＡＱＢと端子台の適用（熱動・電磁式）（続き） 

ＡＱＢの種類 

（付属品を含む。） 

接 

続 

適合端子台（付属品を含む。） 

記号 必要数 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ３Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ３ＢＢ－ ┉┉┉ ＬＸ４Ｖ５（Ｎ） 
Ｌ ― ０ 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ１Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ２Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ３Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ４Ｖ０（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ０Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ１Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ２Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ３Ｖ５（Ｎ） 

ＡＱＢ４ＢＢ－ ┉┉┉ ＤＸ４Ｖ５（Ｎ） 

Ｄ ＡＱＢＭ４ＢＢ－ＤＸＶ（Ｎ） １ 

注記 1 ＡＱＢの種類のうち，“┉┉┉”で示してある部分は，表１の注記の(3)～(5)による任意の組         

合せによる記号を表す。 

注記 2 ＡＱＢの種類及び適合端子台の記号に（Ｎ）を付しているものは，非磁性の要求のあるＡ

ＱＢ及び端子台があることを示し，非磁性の要求のあるＡＱＢには非磁性の要求のある端

子台を，非磁性の要求のないＡＱＢには非磁性の要求のない端子台をそれぞれ適用するこ

とを示す。   

注記 3 ＡＱＢ２ＢＢ以外のライブフロント形は，端子台を使用しない。 

 

表５－ＡＱＢの付属品（熱動・電磁式） 

フレーム番号 補助スイッチ 

ａ) 

電圧引外し装置 

b) 

とってロック金物 

２ＢＢ １ｃ あり あり 

３ＢＢ 

１ｃ 

あり あり 
２ｃ 

３ｃ 

４ｃ 

４ＢＢ 

１ｃ 

あり あり 
２ｃ 

３ｃ 

４ｃ 
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表５－ＡＱＢの付属品（熱動・電磁式）（続き） 

注記 付属品の要否は，指定事項とする。 

注ａ) スイッチの構成単位は“ｃ”で示す。 

なお，スイッチの定格電圧及び定格電流は，AC115 V １ A（誘導負荷），AC115 V ３ A（抵

抗負荷）とする。 

b) 定格電圧は，DC480 V とする。 

 

4.2 電子式 

電子式ＡＱＢの種類は表６，端子台の種類は表７及び電動操作装置の種類は表８のとおりとする。

なお，ＡＱＢと端子台の適用は表９によるものとし，表１０に示す付属品を備えるものとする。 

表６－ＡＱＢの種類（電子式） 

フレーム

番号 

定格電流

の最大値 

A 

設定定格

電流 

A 

用途 過電流

引外し

特性の

種類 a) 

ライブフロ

ント・デッ

ドフロント

の区別 

非磁

性の 

要求 

定格

電圧 

V 

定格

遮断

電流 

kA 

注記 

２ＡＤ 

25 15,20,25 

Ａ 
Ｅ 

Ｆ 
Ｃ あり 500 40 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

50 30,40,50 

100 60,80,100 

25 15,20,25 

Ｈ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｃ あり 500 10 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

50 30,40,50 

100 60,80,100 

25 15,20,25 

Ｓ 

短限時引

外し調整

可能 d) 

50 30,40,50 

100 60,80,100 

64 64 
Ｇ ― 

72 72 

３ＡＤ 

250 

125,150, 

175,200, 

225,250 

Ａ 
Ｅ 

Ｆ 
Ｄ，Ｌ あり 500 40 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

Ｈ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｄ，Ｌ あり 500 10 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

Ｓ 

短限時引

外し調整

可能 d) 

96 96 

Ｇ ― 

128 128 

144 144 

160 160 

192 192 

４ＡＤ 400 
300,350, 

400 
Ａ 

Ｅ 

Ｆ 
Ｄ，Ｌ なし 500 40 

瞬時引外

し調整可

能 c) 
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表６－ＡＱＢの種類（電子式）（続き） 
フレーム

番号 

定格電流

の最大値 

A 

設 定 定 格

電流 

A 

用途 過電流

引外し

特性の

種類 a) 

ライブフロ

ント・デッ

ドフロント

の区別 

非 磁

性の 

要求 

定 格

電圧 

V 

定 格

遮 断

電流 

kA 

注記 

２ＡＥ 

25 15,20,25 

Ａ 
Ｅ 

Ｆ 
Ｃ なし 500 

100 
b) 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

50 30,40,50 

100 60,80,100 

３ＡＥ 250 

125,150, 

175,200, 

225,250 

Ａ 
Ｅ 

Ｆ 
Ｄ，Ｌ なし 500 

100 
b) 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

４ＡＥ 400 
300,350, 

400 
Ａ 

Ｅ 

Ｆ 
Ｄ，Ｌ なし 500 

100 
b) 

瞬時引外

し調整可

能 c) 

５ＡＥ 800 

400,500, 

600,700, 

800 

Ａ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｔ 

Ｄ なし 500 100 

瞬時引外

し調整可

能 e) 

注記 ＡＱＢの種類は，次の例に示すように表す。 

例 1 （ＡＱＢ２ＡＤ，２ＡＥの場合） 

ＡＱＢ ２ＡＤ－０５０ Ｆ Ａ Ｃ Ｘ１ Ａ０ ＶＫ Ｎ 

   (1)    (2)     (3)   (4) (5) (6)  (7)   (8)   (9) (10) 

例 2 (ＡＱＢ２ＡＤ，２ＡＥ以外の場合) 

ＡＱＢ ３ＡＤ－２５０ Ｆ Ａ Ｄ Ｘ０ Ａ０ Ｖ１ Ｎ 

     (1)    (2)     (3)   (4) (5) (6)  (7)   (8)   (9) (10) 

 

(1)  ＡＱＢを表す。 

(2)  フレーム番号を表す。 

(3)  定格電流の最大値を３桁の数字で表す。 

(4)  過電流引外し装置の特性の種類を表し，記号は表１６による。ただし，過電流引外し装置

のないものは“０”で表し，特性をＥ，Ｆ又はＥ，Ｆ，Ｔに切り替えて使用できるものは

単に“Ｆ”で表す。 

(5)  交流 60 Hz 用，交流 400 Hz 用の別を表し，記号は次による。 

Ａ：交流 60 Hz 用 

Ｈ：交流 400 Hz 用 

(6)  ライブフロント形，デッドフロント形の別を表し，記号は次による。 

Ｌ：ライブフロント形 

Ｄ：デッドフロント形 

Ｃ：組み合わせる端子台の種類によって，ライブフロント形又はデッドフロント形のいずれか

の遮断器を構成できるもの。 
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表６－ＡＱＢの種類（電子式）（続き） 

(7)  補助スイッチの有無を表し，記号は次による。 

Ｘ１：補助スイッチ１ｃ付き 

Ｘ２：補助スイッチ２ｃ付き 

Ｘ３：補助スイッチ３ｃ付き 

Ｘ４：補助スイッチ４ｃ付き 

Ｘ０：補助スイッチなし 

(8)  警報スイッチの有無を表し，記号は次による。 

Ａ１：警報スイッチ１ｃ付き 

Ａ０：警報スイッチなし 

(9)  電圧引外し装置の有無を表し，記号は次による。 

ＶＫ：電圧引外し装置付きが端子台付き（フレーム番号２ＡＤ，２ＡＥのもの） 

Ｖ１：電圧引外し装置付き（定格電圧 AC115 V,単相，60 Hz） 

Ｖ２：電圧引外し装置付き（定格電圧 DC24 V） 

Ｖ４：電圧引外し装置付き（定格電圧 AC450 V,単相，60 Hz） 

Ｖ０：電圧引外し装置なし 

(10) 非磁性の要求のあるものは記号“Ｎ”で表し，非磁性の要求のないものは空白とする。 

注ａ) 表１６に示す過電流引外し装置の特性の種類とし，表中のＥ,Ｆ,Ｔは切り替えて使用できる。 

ただし，Ｅのものは定格電流が最大値のものだけで，瞬時引外し電流値の設定は可調整であ

る。 

ｂ) 限流ユニットを付属している。 

ｃ) 6.2.4 d)による瞬時引外しをもつ。 

ｄ) 6.2.4 c)による短限時引外しをもつ。 

ｅ) 6.2.4 a),c),d)による短限時又は瞬時引外しをもつ。 

 

表７－端子台の種類（電子式） 

フレーム番号 ライブフロント･デッドフロント

の区別 

非磁性の 

要求 

定格電圧 

V 

定格電流 

A 

付属品 

端子 

２ＡＤ Ｄ，Ｌ あり AC500 100 有 

３ＡＤ Ｄ あり AC500 250 有 

４ＡＤ Ｄ なし AC500 400 有 

２ＡＥ Ｄ，Ｌ なし AC500 100 有 

３ＡＥ Ｄ なし AC500 250 有 

４ＡＥ Ｄ なし AC500 400 有 

５ＡＥ Ｄ なし AC500 800 有 
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表７－端子台の種類（電子式）（続き） 

注記 端子台の種類は，次の例のように表す。 

例 1  （ＡＱＢ２ＡＤ，２ＡＥの場合） 

ＡＱＢＭ ２ＡＤ－Ｄ Ｓ１ Ｖ１ Ｎ 

   (1)     (2)   (3)  (4)   (5)  (8)   

例 2  （ＡＱＢ２ＡＤ，２ＡＥ以外の場合） 

ＡＱＢＭ ３ＡＤ－Ｄ Ｘ１ Ａ１ ＶＫ Ｎ 

  (1)      (2)   (3)  (6)   (7)   (5)  (8) 

(1) 端子台を表す。 

(2) フレーム番号を表す。 

(3) ライブフロント形，デッドフロント形の別を表し，記号は次による。 

Ｌ：ライブフロント形 

Ｄ：デッドフロント形 

(4) 補助スイッチ又は警報スイッチ付きＡＱＢ（フレーム番号２ＡＤ，２ＡＥのもの）との適

合を表し，記号は次による。 

Ｓ１：補助スイッチ又は警報スイッチ付き 

Ｓ０：補助スイッチ及び警報スイッチなし 

(5) 電圧引外し装置付きＡＱＢとの適合を表し，記号は次による。 

ＶＫ：電圧引外し装置がＡＱＢ付き（フレーム番号２ＡＤ，２ＡＥ以外のもの） 

Ｖ１：電圧引外し装置付き（定格電圧 AC115 V，単相，60 Hz） 

Ｖ２：電圧引外し装置付き（定格電圧 DC24 V） 

Ｖ４：電圧引外し装置付き（定格電圧 AC450 V，単相，60 Hz） 

Ｖ０：電圧引外し装置なし 

(6) 補助スイッチ付きＡＱＢ（フレーム番号２ＡＤ，２ＡＥ以外のもの）との適合を表し，記号

は次による。 

Ｘ１：補助スイッチ１ｃ付き 

Ｘ２：補助スイッチ２ｃ付き 

Ｘ３：補助スイッチ３ｃ付き 

Ｘ４：補助スイッチ４ｃ付き 

Ｘ０：補助スイッチなし 

(7)  警報スイッチ付きＡＱＢ（フレーム番号２ＡＤ，２ＡＥ以外のもの）との適合を表し，記

号は次による。 

Ａ１：警報スイッチ１ｃ付き 

Ａ０：警報スイッチなし 

(8) 非磁性の要求のあるものは記号Ｎで表し，非磁性の要求のないものは空白とする。 
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表８－電動操作装置の種類（電子式） 

フレーム 

番    号 

定格電圧 

V 

手動直接操作 手動間接操作 自動 

リセット 入 切 入 事故開路 

４Ａ AC115 あり あり あり あり あり 

注記 電動操作装置の種類は，次の例に示すように表す。 

例 ＡＱＭ ４Ａ－Ｍ 

      (1)    (2) (3) 

(1) 電動操作装置を表す。 

(2) フレーム番号及び適合するＡＱＢの種類を表し，記号は次による。 

４Ａ：適合ＡＱＢは，ＡＱＢ３ＡＤ 

(3) 定格電圧を表し，記号は次による。 

Ｍ：AC115 V,単相 60 Hz 

 

 
表９－ＡＱＢと端子台の適用（電子式） 

ＡＱＢの種類 
（付属品を含む。） 

接 

続 

適合端子台（付属品を含む。） 

記号 必要数 

ＡＱＢ２ＡＤ－ ┉┉┉ ＣＸ０Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

     （２ＡＥ）     

Ｄ 
ＡＱＢＭ２ＡＤ－ＤＳ０Ｖ０ (Ｎ) 

（２ＡＥ） 
１ 

Ｌ 
ＡＱＢＭ２ＡＤ－ＬＳ０Ｖ０ (Ｎ) 

（２ＡＥ） 
１ 

ＡＱＢ２ＡＤ－ ┉┉┉ ＣＸ１Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

    （２ＡＥ）       Ｘ０Ａ１Ｖ０(Ｎ) 

Ｄ 
ＡＱＢＭ２ＡＤ－ＤＳ１Ｖ０ (Ｎ) 

（２ＡＥ） 
１ 

Ｌ 
ＡＱＢＭ２ＡＤ－ＬＳ１Ｖ０ (Ｎ) 

（２ＡＥ） 
１ 

ＡＱＢ２ＡＤ－ ┉┉┉ ＣＸ１Ａ０ＶＫ(Ｎ) 

    （２ＡＥ）       Ｘ０Ａ１ＶＫ(Ｎ) 

              Ｘ０Ａ０ＶＫ(Ｎ) 

Ｄ 
ＡＱＢＭ２ＡＤ－ＤＳ１Ｖ□ (Ｎ) 

（２ＡＥ） 
１ 

Ｌ 
ＡＱＢＭ２ＡＤ－ＬＳ１Ｖ□ (Ｎ) 

（２ＡＥ） 
１ 

ＡＱＢ３ＡＤ－ ┉┉┉ ＤＸ０Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

（４ＡＤ） 

（３ＡＥ） 

（４ＡＥ） 

Ｄ 

ＡＱＢＭ３ＡＤ－ＤＸ０Ａ０Ｖ０（Ｎ） 

（４ＡＤ） 

（３ＡＥ） 

（４ＡＥ） 

１ 

ＡＱＢ３ＡＤ－ ┉┉┉ ＤＸ１Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

（４ＡＤ）       Ｘ０Ａ１Ｖ０(Ｎ) 

（３ＡＥ）       Ｘ０Ａ０Ｖ□(Ｎ) 

（４ＡＥ）       Ｘ１Ａ１Ｖ０(Ｎ) 

                 Ｘ１Ａ１Ｖ□(Ｎ) 

                 Ｘ１Ａ０Ｖ□(Ｎ) 

                 Ｘ０Ａ１Ｖ□(Ｎ) 

Ｄ 

ＡＱＢＭ３ＡＤ－ＤＸ１Ａ１ＶＫ（Ｎ） 

（４ＡＤ） 

（３ＡＥ） 

（４ＡＥ） １ 

ＡＱＢ３ＡＤ－ ┉┉┉ ＤＸ２Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

（４ＡＤ）       Ｘ２Ａ１Ｖ０(Ｎ) 

（３ＡＥ） 

（４ＡＥ） 

Ｄ 

ＡＱＢＭ３ＡＤ－ＤＸ２Ａ１Ｖ０（Ｎ） 

（４ＡＤ） 

（３ＡＥ） 

（４ＡＥ） 

１ 
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表９－ＡＱＢと端子台の適用（電子式）（続き） 

ＡＱＢの種類 

（付属品を含む。） 

接 

続 

適合端子台（付属品を含む。） 

記   号 必要数 

ＡＱＢ３ＡＤ－ ┉┉┉ ＤＸ２Ａ０Ｖ□(Ｎ) 

（４ＡＤ）    

（３ＡＥ）    

（４ＡＥ） 

Ｄ 

ＡＱＢＭ３ＡＤ－ＤＸ２Ａ０ＶＫ（Ｎ） 

（４ＡＤ） 

（３ＡＥ） 

（４ＡＥ） 

１ 

ＡＱＢ３ＡＤ－ ┉┉┉ ＤＸ０Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

（４ＡＤ）       Ｘ１Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

（３ＡＥ））      Ｘ０Ａ１Ｖ０(Ｎ) 

（４ＡＥ）       Ｘ０Ａ０Ｖ□(Ｎ) 

                 Ｘ１Ａ１Ｖ０(Ｎ)      

                 Ｘ１Ａ１Ｖ□(Ｎ) 

                 Ｘ１Ａ０Ｖ□(Ｎ) 

                 Ｘ０Ａ１Ｖ□(Ｎ) 

                 Ｘ２Ａ０Ｖ０(Ｎ) 

                 Ｘ２Ａ１Ｖ０(Ｎ) 

                 Ｘ２Ａ１Ｖ□(Ｎ) 

Ｌ ― ０ 

ＡＱＢ５ＡＥ－800ＦＡＤＸ０Ａ０Ｖ０ Ｄ ＡＱＢＭ５ＡＥ－ＤＸ０Ａ０Ｖ０ ２ 

ＡＱＢ５ＡＥ－800ＦＡＤＸ０Ａ１Ｖ０ 

Ｘ０Ａ０Ｖ□ 

Ｘ０Ａ１Ｖ□ 

Ｘ０Ａ０Ｖ０ 

Ｘ１Ａ１Ｖ０ 

Ｘ１Ａ１Ｖ□ 

Ｘ２Ａ０Ｖ０ 

Ｘ２Ａ１Ｖ０ 

Ｘ２Ａ１Ｖ□ 

Ｘ２Ａ１Ｖ□ 

Ｘ３Ａ０Ｖ０ 

Ｘ３Ａ１Ｖ０ 

Ｘ３Ａ０Ｖ□ 

Ｘ３Ａ１Ｖ□ 

Ｄ ＡＱＢＭ５ＡＥ－ＤＸ３Ａ１ＶＫ 

２ 

ＡＱＢ５ＡＥ－800ＦＡＤＸ４Ａ０Ｖ０ 

Ｘ４Ａ１Ｖ０ 

Ｘ４Ａ０Ｖ□ 

Ｘ４Ａ１Ｖ□ 

Ｄ ＡＱＢＭ５ＡＥ－ＤＸ４Ａ１ＶＫ 

２ 

注記 1 ＡＱＢの種類（付属品を含む。）の記号のうち，“┉┉┉”で示してある部分は，表６の注記の

例(3)～(5)による任意の組合せによる記号を表し，“□”部は表６の注記の例(9)に示す電

圧引外し装置の定格電圧を表す１，２又は４の数字で表す。 

注記 2 ＡＱＢの種類（付属品を含む。）及び適合端子台（付属品を含む。）の記号に（Ｎ）を付し

ているものは，非磁性の要求のあるＡＱＢ及び端子台があることを示し，非磁性の要求の

あるＡＱＢには非磁性の要求のある端子台を，非磁性の要求のないＡＱＢには非磁性の要

求のない端子台をそれぞれ適用することを示す。 

注記 3  ＡＱＢ２ＡＤ，ＡＱＢ２ＡＥ以外のライブフロント形は，端子台を使用しない。 
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表１０－ＡＱＢの付属品（電子式） 

フレーム番号 補助 

スイッチ a) 

警報 

スイッチ a) 

電 圧 引 外し

装置   b) 

とってロ 

ック金物 
注 記 

２ＡＤ 

２ＡＥ 

１ｃ ― あり 
あり ― 

― １ｃ あり 

３ＡＤ 

４ＡＤ 

３ＡＥ 

４ＡＥ 

１ｃ ― 

あり 

あり 
デッドフロント形

のもの 

― １ｃ 

１ｃ １ｃ 

２ｃ １ｃ なし 

２ｃ ― あり 

３ＡＤ 

４ＡＤ 

３ＡＥ 

４ＡＥ 

１ｃ ― 

あり あり 
ライブフロント形

のもの 

― １ｃ 

１ｃ １ｃ 

２ｃ ― 

２ｃ １ｃ 

５ＡＥ 

１ｃ 

― 

あり あり ― 

２ｃ 

３ｃ 

４ｃ 

１ｃ 

１ｃ 
２ｃ 

３ｃ 

４ｃ 

注記 付属品の要否は，指定事項とする。 

注ａ) スイッチの構成単位は“ｃ”で表す。 

なお，スイッチの定格電圧及び定格電流は，AC115 V，３ A（抵抗負荷）とするが，フレ

ーム番号２ＡＤ及び２ＡＥのものについては，AC115 V，70 mA（誘導負荷）又は DC24 V，

130 mA とする。 

ｂ) 定格電圧は，AC115 V・単相・60 Hz，AC450 V・単相・60 Hz 又は DC24 V のいずれかとする。 

 

5  性能 

5.1  熱動・電磁式 

熱動・電磁式ＡＱＢの性能は，次による。 
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5.1.1  定格 

ＡＱＢの定格電圧，定格周波数，定格電流及び定格遮断電流は表１に，端子台の定格電圧及び定格

電流は表２によるものとする。 

なお，基準周囲温度の限度は，50 ℃とする。 

5.1.2  定格遮断特性 

定格遮断特性は，8.1.7 によって試験したとき，表１の定格遮断電流値の遮断ができるものとし，

このとき，ＡＱＢの各部に異常がないものとする。 

5.1.3  過電流引外し特性 

過電流引外し特性は，8.1.2 によって試験したとき，5.1.3.2 及び 5.1.3.3 の特性を満足するものと

する。 

5.1.3.1 過電流引外し装置の特性 

過電流引外し装置は，ケーブルの過負荷及び短絡の保護を目的とし，長限時引外し特性はケーブル

の熱的特性に応じた特性種類，瞬時引外し特性はケーブルの短絡の保護に応じた特性とする。 

特性の種類を表す記号は“F”とする。 

5.1.3.2 長限時引外し特性 

長限時引外し特性は，8.1.2.1 によって試験したとき， 表１１に示す特性を満足するものとする。 

 

表１１－長限時引外し特性（熱動･電磁式） 

（主としてケーブル保護を目的とするＦ特性のもの） 

引外し動作電流  a) 

％ 

引外し動作限度 

直流 

150 １時間以上 

225 １時間以内 

600 20～32 秒間 

注 a) 定格電流に対するパーセントで示す。 

 

5.1.3.3 瞬時引外し特性 

瞬時引外し特性は 8.1.2.2 によって試験したとき， 表１２に示す特性を満足するものとする。 
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表１２－瞬時引外し電流値（熱動･電磁式） 

（引外し電流値が調整できないもの） 

                                    単位 A 

フレーム番号 
定格電流及び 

引外し特性 

引外し電流値 

直 流 

２ＢＢ 

15F 

25F 

50F 

75F 

100F 

90  ～   105 

150  ～   175 

300  ～   350 

450  ～   525 

600  ～   700 

３ＢＢ 

100F 

125F 

150F 

175F 

200F 

225F 

250F 

600  ～   700 

750  ～   875 

900  ～ 1 050 

1 050  ～ 1 225 

1 200  ～ 1 400 

1 350  ～ 1 575 

1 500  ～ 1 750 

４ＢＢ 

250F 

300F 

350F 

400F 

1 500  ～ 1 750 

1 800  ～ 2 100 

2 100  ～ 2 450 

2 400  ～ 2 800 

 

5.1.4 温度上昇 

温度上昇は，8.1.3 によって試験したとき，各部の温度上昇が 表１３に示す値を超えないものとす

る。 

 

表１３－温度上昇限度（熱動・電磁式） 

                                                                      単位 K 

部分 温度上昇限度 

主接触子（銀） 65 

瞬時引外しコイル 90 

外線接続用端子 
100 A 以下のもの 55 

100 A を超えるもの 65 

注記１ 測定は，NDS F 8002 の 5.5（温度試験）に規定する温度計法又は抵抗法による。 

注記２ 基準周囲温度の限度は，50 ℃とする。 
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5.1.5  絶縁抵抗 

絶縁抵抗は，8.1.4 によって試験したとき，10 ＭΩ以上とする。 

5.1.6  耐電圧 

耐電圧は，8.1.5 によって試験したとき，これに耐えるものとする。 

5.1.7  開閉耐久 

開閉耐久は，8.1.6 によって試験したとき，これに耐えるものとする。 

5.1.8  耐振性 

耐振性は，8.1.8 によって試験したとき，電気的及び機械的に異常のないものとする。 

5.1.9  耐衝撃性 

耐衝撃性は，8.1.9 によって試験したとき，次によるほか NDS F 8005 の 5（耐衝撃適正階級）に規

定する耐衝撃適正階級ＨＩ１Ａに適合するものとする。ただし，非磁性の要求のあるものは，耐衝撃

適正階級ＨＩ１Ｂに適合するものとする。 

閉路状態における開極は，0.02 秒以下とする。 

5.1.10 電気的操作性能 

a) 電圧引外し装置を備えた遮断器の電気的操作特性は，DC335 V から DC680 V の全ての電圧で支障

なく動作するものとする。 

b) 電動操作装置を備えた遮断器の電気的操作特性は，定格電圧の 85 ％以上，110 ％以下の全ての

電圧で支障なく動作するものとする。 

5.2  電子式 

 電子式ＡＱＢの性能は，次による。 

5.2.1 定格  

ＡＱＢの定格電圧，定格周波数，定格電流及び定格遮断電流は表６に，端子台の定格電圧及び定格

電流は表７によるものとする。 

なお，基準周囲温度の限度は，50 ℃とする。 

5.2.2 遮断特性  

5.2.2.1 定格遮断特性   

定格遮断特性は，8.2.7.1 によって試験したとき，表６の定格遮断電流値の遮断ができるものとし，

このとき，ＡＱＢの各部に異常がないものとする。 

5.2.2.2 後備保護遮断特性   

後備保護遮断特性は，限流形ＡＱＢと通常形ＡＱＢを表１４に示す組合せでカスケードに接続し，

8.2.7.2 によって試験したとき， 表１４の後備保護遮断限界電流値の遮断ができるものとし，このと

き，遮断器の各部に異常がないものとする。 
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表１４－後備保護遮断の組合せ（電子式） 

限流形ＡＱＢ（電源側） 

フレーム番号 

通常形ＡＱＢ（負荷側） 

フレーム番号 

後備保護遮断限界電流値 ａ) 

kA 

４ＡＥ ３ＡＤ，４ＡＤ 100 

３ＡＥ ３ＡＤ，２ＡＤ 100 

２ＡＥ ２ＡＤ 100 

注ａ) 所定のＡＱＢの組合せにおいて，後備保護遮断ができる短絡電流の限界値であり，非対

称実効値（三相平均）で表す。 

 

5.2.2.3  選択遮断特性 

選択遮断特性は，ＴＤ付き限流形ＡＱＢと他の限流形ＡＱＢを表１５に示す組合せでカスケードに

接続し，8.2.7.3 によって試験したとき，表１５の選択遮断限界電流値の遮断ができるものとし，こ

のとき，遮断器の各部に異常がないものとする。 

 

表１５－選択遮断の組合せ（電子式） 

ＴＤ付き限流形ＡＱＢ（電源側） 

フレーム番号 

限流形ＡＱＢ（負荷側） 

フレーム番号 

選択遮断限界電流値ａ) 

kA 

５ＡＥ 

３ＡＤ  40 

２ＡＤ  40 

３ＡＥ 100 

２ＡＥ 100 

注ａ) 所定のＡＱＢの組合せにおいて，選択遮断ができる短絡電流の限界値であり，非対称実

行値（三相平均）で表す。 

 

5.2.3  過電流引外し特性  

過電流引外し特性は，8.2.2 によって試験したとき，次の事項に示す特性を満足するものとする。 

5.2.3.1  過電流引外し装置の特性の種類   

過電流引外し装置の特性の種類は，保護の目的に応じ長限時引外し，短限時引外しの組合せによっ

て，表１６に示す５種類の特性をもつものとする。 
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表１６－過電流引外し装置の特性の種類（電子式） 

保護の目的 長限時引外し特性 短限時引外し特性 瞬時引外し特性 特性の種類を

表す記号 

ケーブルの 

短絡の保護 
― ― 

ケ－ブルの短絡の

保護に応じた特性 

Ｅ 

ケーブルの 

過負荷及び 

短絡の保護 

ケーブルの熱的特

性に応じた特性 

― Ｆ 

下位遮断器との動

作時間協調に適し

た特性 

Ｔ 

ケーブルの 

過負荷及び 

短絡の保護 

（静止形電力

変換装置を使

用の場合） 

上位又は下位遮断

器との動作時間協

調に適した特性 

Ｓ 

発電機の 

過負荷及び 

短絡の保護 

発電機の熱的特性

に応じた特性 

発電機の短時間の

熱的特性に応じた

特性 

発電機の短絡の保

護に応じた特性 
Ｇ 

 

5.2.3.2  長限時引外し特性 

長限時引外し特性は，8.2.2.1 によって試験したとき，過電流引外し装置の特性の種類に応じ，表

１７及び表１８に示す特性を満足するものとする。 

 

表１７－長限時引外し特性（電子式） 

（主としてケーブル保護を目的とするＦ，Ｔ及びＳ特性のもの） 

引外し動作電流ａ） 

％ 

引 外 し 動 作 限 界 

交流 60 Hz 交流 400 Hz 

Ｆ及びＴ特性 Ｆ特性 Ｓ特性 

100 不動作  不動作 不動作 

125 ― ― 動作開始 ａ) 

150 １時間以内 １時間以内 ― 

225 10 分以内 10 分以内 ５秒±0.5 秒 

500 ― 30～47 秒間 ― 

600 20～32 秒間 ― ― 

注ａ) 引外し動作電流の許容誤差は，±５ ％以内とする。 
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表１８－長限時引外し特性（電子式） 

（主として発電機保護を目的とするＧ特性のもの） 

引外し動作電流ａ） 

％ 

引外し動作限界 

交流 400 Hz 

Ｇ特性 

125 不動作 

150 ６～16 分間 

200 ３～６ 分間 

注ａ) 引外し動作電流の許容誤差は，±５ ％以内とする。 

 

5.2.3.3  短限時引外し特性 

短限時引外し特性は，8.2.2.2 によって試験したとき，過電流引外し装置の特性の種類に応じ，表

１９に示す特性を満足するものとする。 

 

表１９－短限時引外し特性（電子式） 

（動作時間協調を目的とするＴ，Ｓ及びＧ特性のもの） 

フレーム

番号 

特性の 

種類 

引外し電流値 

の設定区分 

ａ) 

設定 

時限帯 

交流 60 Hz 交流 400 Hz 

最大動作

時限 

ミリ秒 

最小動作

時限 

ミリ秒 

最大動作

時限 

ミリ秒 

最小動作

時限 

ミリ秒 

２ＡＤ 

３ＡＤ 

Ｓ ３ 

Ｂ１ ― ―  80  40 

Ｂ２ ― ― 160 100 

Ｂ３ ― ― 300 200 

Ｂ４ ― ― 500 400 

Ｂ５ ― ― 700 600 

Ｇ 2.5 固定 ― ― 80 40 

５ＡＥ Ｔ 

４ 

固定 ｂ) ｂ) 

― ― 

５ ― ― 

６ ― ― 

７ ― ― 

８ ― ― 

注記 1  交流 60 Hz の短限時引外し電流値の許容誤差は，±15 ％以内とする。 

注記 2  交流 400 Hz の短限時引外し電流値の許容誤差は，±10 ％以内とする。 

注ａ) 定格電流に対する倍率を示す。 

  ｂ) 下位の遮断器と選択遮断可能な時限(25～40 ミリ秒)である。ただし，波高値が 40 kA～60 kA

以上では，引外しは瞬時とする。 
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5.2.3.4  瞬時引外し特性 

 瞬時引外し特性は，8.2.2.3 によって試験したとき，表２０に示す特性を満足するものとする。 

 

表２０－ 瞬時引外し電流値（電子式） 

単位 A 

フ
レ
ー
ム
番
号 

設
定
定
格
電
流

(
I
n
)
 

引
外
し
特
性 

引外し電流値の設定区分 ａ) 

交流 
60 Hz 

交流 
400 Hz 

２ＡＤ 

   15, 20 

   25, 30 

   40, 50 

   60, 80 

  100 

Ｅ 

Ｆ 

In ×６，×７，×８，×９， 

×10，×11，×12，×13 

に調整可能 

In ×３，×４，×５，×６， 

×７に調整可能 

Ｓ 
ｂ) － In ×10 に固定 

   64, 72 
Ｇ 
ｂ) － In ×13 に固定 

２ＡＥ 

   15, 20 

   25, 30 

   40, 50 

   60, 80 

  100 

Ｅ 

Ｆ 

In ×６，×７，×８，×９， 

×10，×11，×12，×13 

に調整可能 

－ 

３ＡＤ 

  125,150 

  175,200 

  225,250 

Ｅ 

Ｆ 

In ×５，×６，×７，×８， 

×９，×10 

に調整可能 

In ×３，×４，×５，×６， 

×７に調整可能 

Ｓ 
ｂ) － In ×10 に固定 

   96,128 

  144,160 

  192 

Ｇ 
ｂ) － In ×13 に固定 

３ＡＥ 

  125,150 

  175,200 

  225,250 

Ｅ 

Ｆ 

In ×５，×６，×７，×８， 

×９，×10 に調整可能 
－ 

４ＡＤ 

４ＡＥ 

  300,350 

  400 

Ｅ 

Ｆ 

In ×５，×６，×７，×８， 

×９，×10 に調整可能 
－ 

５ＡＥ 

  400,500 

  600,700 

  800 

Ｅ 

Ｆ 

In ×４，×５，×６，×７，

×８に調整可能 
－ 

注記 1 Ｅ，Ｆ及びＧ特性の瞬時引外し電流値の許容誤差は，±15 ％以内とする。 

注記 2 Ｓ特性の瞬時引外し電流値の許容誤差は，±10 ％以内とする。 

注ａ) 設定定格電流に対する倍率を示す。 

 ｂ) 瞬時引外し電流値は，固定である。 
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5.2.4 温度上昇 

温度上昇は，8.2.3 によって試験したとき，各部の温度上昇が表２１に示す値を超えないものとす

る。 

 

表２１－ 温度上昇限度（電子式） 

単位 K 

部分 温度上昇限度 

塊状の銀又は銀合金接触片 80 

端子 
100 A 以下のもの 55 

100 A を超えるもの 65 

絶 縁 材 料（耐熱クラス 130(B)） 80 

注記 1 測定は，NDS F 8002 の 5.5(温度試験)に規定する温度計法による。 

注記 2 基準周囲温度の限度は，50 ℃とする。 

 

5.2.5 絶縁抵抗 

絶縁抵抗は，8.2.4 によって試験したとき，10 ＭΩ以上とする。 

5.2.6 耐電圧 

耐電圧は，8.2.5 によって試験したとき，これに耐えるものとする。 

5.2.7 開閉耐久 

開閉耐久は，8.2.6 によって試験したとき，これに耐えるものとする。 

5.2.8 耐振性 

耐振性は，8.2.8 によって試験したとき，電気的及び機械的に異常のないものとする。 

5.2.9 耐衝撃性 

耐衝撃性は，8.2.9 によって試験したとき，次によるほか，NDS F 8005 に規定する耐衝撃適正階級

ＨＩ１Ａに適合するものとする。ただし，非磁性の要求のあるものは，耐衝撃適正階級ＨＩ１Ｂに適

合するものとする。 

閉路状態における開極は，0.02 秒以下とする。 

5.2.10 電気的操作性能 

a) 電圧引外し装置を備えた遮断器の電気的操作特性は，定格電圧の 70 ％以上，110 ％以下の全て

の電圧で支障なく動作するものとする。 

b) 電動操作装置を備えた遮断器の電気操作特性は，定格電圧の 85 ％以上，110 ％以下の全ての電

圧で支障なく動作するものとする。 

5.2.11 温湿度サイクル  

過電流引外し装置の温湿度サイクル性は，8.2.11 によって試験したとき，電気的・機械的に異常の

ないものとする。 
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6 構造 

遮断器の構造は，次による。 

6.1 熱動・電磁式 

熱動・電磁式遮断器は，次による。 

6.1.1 主要構造 

a) 遮断器は，ライブフロント形又はデッドフロント形とし，ＡＱＢと端子台とで構成する。ただし，

フレーム番号３ＢＢ及び４ＢＢのライブフロント形の遮断器は，ＡＱＢだけで構成する。 

b) フレーム番号が同一のＡＱＢ及び端子台は，任意に取り替えて取り付けることができるものとす

る。ただし，ＡＱＢと端子台の適用は，表４による。 

c) とっては，とってロック金物を取り付けることができるものとする。 

6.1.2  空間距離・沿面距離 

異極導体相互間及び裸導体と大地間の空間距離並びに沿面距離は，NDS F 8001 の 4.3.7（絶縁距離）

規定によるものとし，露出する部分はＣ類１級，内部はＣ類２級とする。ただし，付属回路について

は，それぞれの定格又は負荷容量による。 

なお，とって及び調整用つまみは，接地されたものとみなす。 

6.1.3 開閉機構 

a) 開閉機構は，作動ばね及びトグルリンクからなり，手動操作によって速入り，速切りができるも

のとする。 

b) 操作とっては，“入”，“切”及び“事故開路”の３位置が明確に分かる構造とし，その表示は，“入”

は白，“切”は黄赤とする。 

なお，事故開路時は，“切”の表示の一部が見える構造とする。ただし，とってロック金物を取り

付けた場合は，この限りではない。 

c) ＡＱＢは，ロック機構をロックしていないときは，引外し自由な構造とする。 

d) ＡＱＢが引き外されたときは，リセット操作をしなければ再投入できないものとする。 

6.1.4 過電流引外し装置 

a) 過電流引外し装置は，過電流によって自動的に開閉機構を釈放するものとする。 

b) 過電流引外し装置は，各極に設け，いずれの極に過電流が流れても全極が開放できる構造とする。 

c) 過電流引外し装置は，遮断器の表面から操作できるロック機構を備えるものとする。 

d) ロック機構は，過電流のとき過電流引外し装置の動作によって接触子が開放することがないよう

に引外し用掛け金をロックできる構造とする。ただし，過電流引外し装置をロックした場合でも，

とってによって接触子の開閉ができるものとする。 

e) ロック機構は，引外し用掛け金をロックした場合，通常電流によって長限時引外し素子が支障を

生じることのない構造とする。  

f) 過電流引外し装置の定格電流及び引外し特性の種類を表す数字及び記号を，ＡＱＢの表面から見

える位置に表示する。 
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6.1.5 接触子・消弧装置 

a) 接触子は，十分な通電容量をもつものとする。 

b) 消弧装置は，十分な消弧能力をもち，アークを有効に吸引及び消弧できる構造とする。 

c) アーク接触子を備えるものでは，閉路のときにはアーク接触子は主接触子に先立って閉路し，開

路のときには遅れて開路するものとする。 

6.1.6  取付け 

遮断器の正規の取付方向は，“入”側を上とする垂直方向とするが，“入”側を右又は左とする水平

方向まで取り付けて使用できるものとする。 

6.1.7  電動操作装置 

6.1.7.1 主要構造 

種類が同一の電動操作装置は，任意に取り替えて，取り付けができるものとする。 

6.1.7.2 空間距離・沿面距離 

裸充電部と大地間又は異極の裸充電部間の空間距離及び沿面距離は，NDS F 8001 によるものとし，

Ｂ類とする。 

6.1.7.3 操作機構 

a) 操作は，電動操作及び手動直接操作又は手動間接操作ができる機構とする。 

b) 電動操作装置を取り外すことなく，遮断器の過電流引外し装置のロック機構が操作できる構造と

する。 

c) 手動操作とってを収納する構造のものにあっては，手動操作とってを規定の収納場所から取り外

した場合，制御電源が断路する手動とってインタロックをもつものとする。 

d) ばね投入操作方式のものにあっては，電動操作又は手動チャージのとき，投入ばねの蓄勢が完了

するまでの過程で遮断器はリセット操作され，蓄勢完了時には”切”状態になる機構とする。 

e) ばね投入操作方式のものにあっては，手動直接操作によって“入”操作した後，自動的に内部の

投入ばねを釈放する自動釈放をもつものとする。 

なお，手動とってインタロックをもつものにあっては，手動とってインタロック解除後に自動

釈放するものとする。 

f) ばね投入操作方式のものにあっては，手動間接操作として投入ボタンをもつものとする。 

g) 適合する遮断器が引外しボタンをもつ場合，手動間接操作として引外しボタンをもつものとする。 

6.1.7.4 操作部の表示 

a) 電動操作装置は，遮断器の“入”，“切”及び“事故開路”の状態を表示するものとする。 その表

示は“入”は緑，“切”は黄赤とする。“事故開路”は“トリップ”と表示し，黄赤とする。 

b) ばね投入操作方式のものにあっては，投入ばねの蓄勢状態を“チャージ”，釈放状態を“ディスチ

ャージ”と表示し，黒とする。 

c) 投入ボタンのボタンの色は，緑とする。 

d) 引外しボタンのボタンの色は，赤とする。 

e) 投入ボタンは“投入ボタン”，引外しボタンは“トリップボタン”と表示するものとする。 
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6.1.7.5 取付け 

電動操作装置を備える遮断器の取付方向は，“入”側を上とする垂直方向とする。 

6.2 電子式 

電子式遮断器の構造は，次による。 

6.2.1  主要構造 

a)  遮断器は，ライブフロント形又はデッドフロント形とし，ＡＱＢと端子台とで構成する。ただし，

フレーム番号３ＡＤ，３ＡＥ，４ＡＤ及び４ＡＥのライブフロント形遮断器は，ＡＱＢだけで構

成する。 

b)  フレーム番号が同一のＡＱＢ及び端子台は，任意に取り替えて取り付けることができるものとす

る。ただし，ＡＱＢと端子台の適用は， 表９による。 

c)  とっては，とってロック金物を取り付けることができるものとする。 

6.2.2 空間距離・沿面距離 

空間距離及び沿面距離は，6.1.2 による。 

6.2.3  開閉機構 

開閉機構は，6.1.3 による。 

6.2.4  過電流引外し装置 

a) 過電流引外し特性は，デジタル電子式制御方式による長限時及び瞬時引外し特性をもつものとす

る。ただし，Ｓ特性，Ｇ特性のもの及びフレーム番号５ＡＥ１)のものは，短限時引外し特性をも

つものとする。 

注１) フレーム番号５ＡＥのものは，短限時と瞬時のいずれかを切り替えて使用できるものとする。 

b) 定格電流値の設定は，調整可能なものとする。ただし，Ｇ特性のものは固定とする。 

Ｆ特性及びＴ特性のものは，長限時引外しを阻止できるＥ特性に切り替え可能とする。 

c) 短限時引外し電流値の設定は，フレーム番号５ＡＥのものは５段階に設定できるものとし，Ｓ特

性及びＧ特性のものは固定とする。また，短限時引外し時限帯は，フレーム番号５ＡＥのもの及

びＧ特性のものは固定，Ｓ特性のものは５段階に設定できるものとする。 

d) 瞬時引外し電流値の設定は，設定可能なものとする。ただし，Ｓ特性及びＧ特性のものは，固定

とする。 

e) 過電流引外し装置は，過電流によって自動的に開閉機構を釈放するものとする。 

f) 過電流引外し装置は，各極に設け，いずれの極に過電流が流れても全極が開放できる構造とする。 

g) 過電流引外し装置は，遮断器の表面から操作できるロック機構を備えるものとする。 

h) ロック機構は，過電流のとき過電流引外し装置の動作によって接触子が開路することががないよ

うに引外し用掛け金をロックできる構造とする。ただし，過電流引外し装置をロックした場合で

も，とってによって接触子の開閉ができるものとする。 

i) ロック機構は，引外し用掛け金をロックした場合，通常電流によって過電流引外し装置が支障の

生じることのない構造とする。  

j) 過電流引外し装置の各設定目盛り及び設定位置は，ＡＱＢの表面から見える位置に設けるものと
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し，かつ，目盛板には着脱可能な透明カバーを施すものとする。 

6.2.5 接触子・消弧装置  

接触子及び消弧装置は，6.1.5 による。 

6.2.6  取付け 

取付けは，6.1.6 による。 

6.2.7  電動操作装置 

電動操作装置は，6.1.7 による。 

 

7  材料・加工方法 

材料及び加工方法は，次によるほか NDS F  8001 の 5.3（材料）及び 5.4（加工方法）による。 

a) 絶縁材料は，耐熱クラス 130(B)又はこれに準ずるものを使用する。 

b) 主要構造部に用いる合成樹脂材は，175 ℃で２時間加熱しても，著しい変形を生じないものを使

用する。 

c) アークの影響を受ける部分に使用する絶縁材料は，耐アーク性の優れたものを使用する。 

d) 主接触子には銀合金を使用し，通電接続部には銀めっきを施す。  

 

8 試験方法 

8.1   熱動･電磁式 

熱動・電磁式遮断器の試験方法は，次による。 

8.1.1   試験条件 

試験条件は，特に指定のない限り正規の取付方向で，端子台をもつものは端子台を取り付け，試験

場所は，NDS F 8002 の 4.1（試験場所の状態の標準）の標準状態とする。 

8.1.2   引外し試験 

8.1.2.1  長限時引外し試験 

長限時引外し試験は，周囲温度 50±５ ℃において遮断器の各極を直列に接続し，表１２に示す電

流を通電して動作時間を測定する。 

周囲温度が 50±５ ℃に設定できない場合は，温度補正曲線によって試験電流を補正するものとす

る。 

8.1.2.2 瞬時引外し試験 

瞬時引外し試験は，急速に電流を増加し，瞬時引外しが動作したときの電流値を測定する。 

8.1.2.3 接続電線 

接続電線は，単心の絶縁電線を使用し，遮断器の端子部から約 1.5 ｍは同一断面積のものとし，接

続電線の適用は，表２２による。 
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表２２－接続電線の適用（熱動・電磁式） 

ＡＱＢの定格電流 

A 

公称導体断面積 

mm２ 

ＡＱＢの定格電流 

A 

公称導体断面積 

mm２ 

15 1.25 150,160,175 50 

25 3.5 200,225 80 

50 ８ 250 100 

75 14 300 125 

100 22 350,400 200 

125 30  

 

8.1.3  温度試験 

温度試験は，次によって各極に定格電流を温度一定となるまで連続通電し，各部の温度を温度計法

によって測定する。 

a) 接続電線は，8.1.2.3 による。 

b) 遮断器は，適当な遮へい物で通風を避けるとともに，他からの放射熱を防止する。 

c) 直流で，各極を直列に接続して試験する。 
8.1.4  絶縁抵抗試験 

絶縁抵抗試験は，1 000 V の絶縁抵抗計で，次の計測点の絶縁抵抗を測定する。ただし，定格電圧

が AC115 V の回路は 500 V の絶縁抵抗計で測定してもよい。 

a) 開の位置で，電源側と負荷側の端子間 

b) 閉の位置で，異極端子間 

c) 開及び閉の状態で，充電部と大地間 

d) 補助回路端子一括と大地間 

f) 制御回路端子一括と大地間 

8.1.5  耐電圧試験 

耐電圧試験は，商用周波数の 2 360 V の交流電圧を 8.1.4 と同じ部分に１分間加える。ただし，定

格電圧が AC115 V の回路は 1 500 V とする。 

8.1.6  開閉耐久試験 

開閉耐久試験は，表２３に示す条件で試験を行い，電気的及び機械的な異常の有無を調べる。 

a) 電圧引外し装置を備えた遮断器にあっては，通電開閉耐久試験において表２３に示す通電開閉回

数の 10 ％の回数を，電圧引外し装置によって引外しを行うものとする。 

なお，電圧引外し装置には定格電圧を加えるものとする。 

b) 補助スイッチを備えた遮断器にあっては，a)の通電開閉耐久試験中，それらのスイッチにスイッ

チの最高の定格電圧を加え，その電圧における定格電流を開閉するものとする。 

c) 電動操作装置を備えた遮断器にあっては，通電及び無通電耐久試験の全開閉回数を，電動操作装



29 
F 8804F 

 

置によって行うものとする。 

なお，電動操作装置には定格電圧を供給するものとする。 

 

表２３－開閉耐久試験の条件（熱動･電磁式） 

フレーム
番号 

回路条件 試験条件 

試験電圧 
V 

試験電流 
A 

開閉頻度 
回／分 

開閉回数 

通電 無通電 合計 

２ＢＢ DC480 定格電流 ６ 6 000 4 000 10 000 

３ＢＢ DC480 定格電流 ５ 4 000 4 000 8 000 

４ＢＢ DC480 定格電流 ４ 4 000 1 000 5 000 

注記 1  回路条件は，時定数をできるだけ０に近づけるものとする。 

注記 2  開閉回数は，開及び閉をもって１回とする。 

注記 3 開閉頻度は，表２３の値以上とするが，温度が過度に上昇する場合は規定値

以下で行ってもよい。 

注記 4 接続電線は，8.1.2.3 による。 

 
8.1.7 定格遮断試験 

a)  試験回路は図１に示すとおりとし，回路電圧は DC680 V 以上で，開閉器Ｓを閉じたとき，遮断器

の定格遮断電流に相当する試験電流を流すことができ，かつ，遮断後の回復電圧がその初期にお

いて回路電圧の 90 ％以上であること。 

なお，アークスペース検証用の金属板の大きさは，遮断器の幅及び奥行寸法以上とするが，ラ

イブフロント形などで試験用接続電線に支障がある場合は，接続電線から 20 mm 以下まで覆うも

のとする。 

b)  試験電流は，図１の試験回路で短絡した場合のオシログラフによって，電流の最大値とする。 

c) 回路条件は，表２４による。 

 

表２４－回路条件（熱動・電磁式） 

フレーム番号 試験電流 直流回路時定数 

秒 

２ＢＢ 定格遮断電流以上 0.006 7～0.01 

３ＢＢ 定格遮断電流以上 0.006 7～0.01 

４ＢＢ 定格遮断電流以上 0.006 7～0.01 
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Ｆ：アーク検出用ヒューズ 

Ｒ：保安抵抗 

Ｔ：消弧装置室出口の保証された位置に置いた金属板 

Ｓ：回路調整のための試験用開閉器で，試験の場合には開路しておく。 

ＣＢ：直流遮断器 

 

図１－定格遮断試験回路（熱動・電磁式） 

 

d) 各極を直列に接続して直流で１回試験を行う。 

e) 動作責務は，Ｏ―２分―ＣＯ―５分―ＣＯをもって１回とする。ただし，長限時引外しが復帰し

ない場合は，規定時間を超過しても差し支えない。 

f)  遮断に際して，アーク検出用ヒューズが溶断してはならない。 

g)  遮断後 60 分間放置した後，8.1.4 によって絶縁抵抗を測定する。 

h)  g) の試験に引き続き 8.1.5 によって耐電圧試験を行う。ただし，試験電圧は，DC1 550 V とする。 

なお，定格電圧が AC115 V の回路は AC975 V とする。 

8.1.8 振動試験 

振動試験は，NDS XF 8017 による。 

なお，電動操作装置を備える遮断器にあっては，電動操作装置に定格電圧を加えて行うものとする。 

8.1.9 衝撃試験 

衝撃試験は，次によるほか NDS F 8005 による。 

なお，電動操作装置は単独で衝撃試験を実施し，定格電圧を加えて行うものとする。 

a) 耐衝撃課程終了後の瞬時引外し電流値は，表１１に示す各値の，上限については 1.15 を乗じ，下

限については 0.85 を乗じた値をそれぞれ上限及び下限とする範囲にあること。 

b)  耐衝撃課程終了後の耐電圧は，AC1 550 V で１分間耐えるものとする。ただし，定格電圧が AC115 

V の回路は，AC975 V とする。 

8.1.10  電気的操作試験 

 

Ｒ０ Ｘ０ 

Ｆ Ｒ 

Ｓ 

ＡＱＢ 

Ｔ 供試遮断器 

ＣＢ 

電 

源 

＋ 

― 
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a) 電圧引外し装置を備えた遮断器の電気的操作試験は，5.1.10 の電圧範囲の上限及び下限の値で引

外しを行い，異常の有無を調べる。 

b) 電動操作装置を備えた遮断器の電気的操作試験は，定格周波数のもとで，5.1.10 の電圧範囲の上

限及び下限の値で開閉を行い，異常の有無を調べる。 

8.2 電子式 

電子式遮断器の試験方法は，次による。 

8.2.1  試験条件 

試験条件は，8.1.1 による。ただし，400 Hz 用遮断器の温度試験及び引外し試験は定格周波数で行

い，その他の試験は 60 Hz で行う。 

8.2.2  引外し試験 

8.2.2.1 長限時引外し試験 

長限時引外し試験は，指定の定格電流に設定し，表１７及び表１８に示す電流を通電して不動作，

動作及び動作時間を測定する。試験は，極ごとに１回行う。 

8.2.2.2 短限時引外し試験 

短限時引外し試験は，指定の引外し電流値の設定区分及び時限帯に設定し，表１９に示す許容誤差

の下限値及び上限値に等しい電流を通電して次のとおり行う。試験は，それぞれ極ごとに３回行う。 

なお，試験電流は，直流分を含まない正弦波電流とする。 

a) 引外し電流値の確認 

Ｓ特性，Ｇ特性のもの及びフレーム番号５ＡＥは，下限値に相当する電流を遮断器の最大動作時限

以上通電し，引外し動作を行わないことを確かめる。また，上限値に相当する電流を通電し，引外し

動作を行うことを確かめる。 

b) 引外し時限の確認 

Ｓ特性及びＧ特性のものは，引外し電流値の 150 ％の電流を急速に流して動作時間を測定し，表１

９の範囲内にあることを確かめる。 

8.2.2.3 瞬時引外し試験 

瞬時引外し試験は，指定の引外し電流値の設定区分に設定し，表２０に示す許容誤差の下限値及び

上限値に等しい電流を通電して次のとおり行う。試験は，極ごとに３回行う。 

なお，試験電流は，直流分を含まない正弦波電流とする。 

a) 下限値に相当する電流を約 0.1 秒間通電し，引外し動作を行わないことを確かめる。 

b) 上限値に相当する電流を通電し，瞬時に動作することを確かめる。 

8.2.2.4 接続導体 

接続導体は，試験中の通電電流に耐える程度の太さで差し支えない。 

8.2.3  温度試験 

温度試験は，次によって各極に定格電流の最大値を温度一定となるまで連続通電し，各部の温度を

温度計法によって測定する。 

a) 接続電線は，表２５に示すとおりとし，端子部からの長さは約 1.5 m とする。 
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表２５－接続電線の適用（電子式） 

ＡＱＢの設定定格電流 

A 

公称導体断面積 

mm２ 

15，20，25 3.5 

30，40，50 ８ 

60，80，100 22 

125，150，175，200，225，250 80 

300，350，400 200 

400，500，600，700，800 200×2 

 

b) 遮断器は，適当な遮へい物で通風を避けるとともに，他からの放射熱を防止する。 

c) 遮断器は，定格周波数の低圧交流で三相又は各極を直列に接続して単相で試験する。 

8.2.4 絶縁抵抗試験 

絶縁抵抗試験は，8.1.4 による。だだし，500 V の絶縁抵抗計で，絶縁抵抗を測定する。 

8.2.5 耐電圧試験 

耐電圧試験は，商用周波数の 2 000 V の交流電圧を 8.2.4 と同じ部分に 1 分間加える。ただし，定

格電圧が AC115 V の回路は 1 500V とし，DC24 V の回路は 500 V とする。 

8.2.6  開閉耐久試験 

開閉耐久試験は，表２６に示す条件で試験を行い，電気的及び機械的な異常の有無を調べる。 

a) 警報スイッチ及び電圧引外し装置を備えたものにあっては，通電開閉耐久試験において表２６に

示す通電開閉回数の 10 ％の回数を，引外しボタン又は電圧引外し装置によって引外しを行うも

のとする。 

なお，電圧引外し装置には定格電圧を加えるものとする。 

b) 補助スイッチ及び警報スイッチ付きを備えたものにあっては，a)の通電開閉耐久試験中，それら

のスイッチにスイッチの最高の定格電圧を加え，その電圧における定格電流を開閉するものとす

る。 

c) 電動操作装置を備えた遮断器にあっては，通電及び無通電耐久試験の全開閉回数を，電動操作装

置によって行うものとする。 

なお，電動操作装置には定格電圧を加えるものとする。 
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表２６－開閉耐久試験の条件（電子式） 

フレーム 

番号 

回路条件 試験条件 

試験 

電圧 

V 

試験 

電流 

A 

試 験

周波数 

Hz 

力 率 
開閉頻度 

回／分 

開閉回数 

通電 無痛電 合計 

２ＡＤ 

２ＡＥ 
AC500 

定格 

電流 
60 

0.75～ 

 0.85 

遅れ 

６ 6 000 4 000 10 000 

３ＡＤ 

３ＡＥ 
AC500 

定格 

電流 
60 

0.75～ 

 0.85 

遅れ 

５ 4 000 4 000  8 000 

４ＡＤ 

４ＡＥ 
AC500 

定格 

電流 
60 

0.75～ 

 0.85 

遅れ 

４ 4 000 1000  5 000 

５ＡＥ AC500 
定格 

電流 
60 

0.75～ 

 0.85 

遅れ 

２ 4 000 1 000  5 000 

注記１ 開閉回数は，開及び閉をもって１回とする。 

注記２ 開閉頻度は，表２６の値以上とするが，温度が過度に上昇する場合は規定値以下で行っ

てもよい。 

注記３ 接続電線は，8.2.3 a)による。 

注記４ 遮断器は，三相平衡負荷の交流回路に接続して行う。 

 

8.2.7 遮断試験 

8.2.7.1  定格遮断試験 

a)  試験回路は，図２に示すとおりとし，回路電圧は遮断器の定格電圧以上で，開閉器Ｓを閉じたと

き，遮断器の定格遮断電流に相当する試験電流を流すことができ，かつ，遮断後の回復電圧がそ

の初期において遮断器の定格電圧の 90 ％以上であること。 

なお，アークスペース検証用の金属板の大きさは，遮断器の幅及び奥行寸法以上とするが，ラ

イブフロント形などで試験用接続電線に支障がある場合は，接続電線から 20 mm 以下まで覆うも

のとする。 

b)  試験電流は，図２の試験回路で短絡した場合のオシログラフから，次の方法によって決定した値

をとる。 

1)  試験電流は，投入後 1/2 サイクルの点における直流分を含む全電流の実効値とし，各相の電流

値の平均値をとる。 

2)  実効値(I)は，電流波の包絡線の縦線に 1/2√2 を乗じて得た交流分の実効値(X)と，交流分の軸

の変位に相当する直流分の電流値(Y)から次の次式によって算出する。 

                22 YXI  

なお，各相の交流分の波形の狂い率は 10 ％以下で，交流分の実効値(X)は各相の値と三相平

均値との差が，三相平均値に対して 10 ％以下とする。 
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ＣＯＳ：切換スイッチ 

Ｆ：アーク検出用ヒューズ 

Ｒ：保安抵抗 

Ｔ：消弧装置室出口の保証された位置に置いた金属板 

Ｓ：回路調整のための試験用開閉器で，試験の場合には開路しておく。 

ＣＢ：交流遮断器 

図２－定格遮断試験回路（電子式） 

 

c)  回路条件は，表２７による。 

 

表２７－回路条件（電子式） 

フレーム番号 試 験 電 流 交流回路力率 

２ＡＤ，２ＡＥ 定格遮断電流以上 0.15～0.20（遅れ） 

３ＡＤ，３ＡＥ 定格遮断電流以上 0.15～0.20（遅れ） 

４ＡＤ，４ＡＥ 定格遮断電流以上 0.15～0.20（遅れ） 

５ＡＥ 定格遮断電流以上 0.15～0.20（遅れ） 

 

d)  試験は，三相交流によって，それぞれ１回行う。 

e)  動作責務は，Ｏ－２分－ＣＯ－５分－ＣＯをもって１回とする。 

f)  遮断に際して，アーク検出用ヒューズが溶断してはならない。 

g)  遮断後 60 分間放置した後，8.2.4 によって絶縁抵抗を測定する。 

h)  g)の試験に引き続き 8.2.5 によって耐電圧試験を行う。ただし，試験電圧は，AC1 300 V とする。 

なお，定格電圧 AC115 V の回路は AC975 V とし，定格電圧が DC24 V の回路は，AC325 V とする。 

8.2.7.2  後備保護遮断試験 

a) 試験回路は，図３によるほか 8.2.7.1 a)による。ただし，試験電流は，後備保護遮断限界電流値

を流すことができるものとする。 
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ＣＯＳ：切換スイッチ 

Ｆ：アーク検出用ヒューズ 

Ｒ：保安抵抗 

Ｔ：消弧装置室出口の保証された位置に置いた金属板 

Ｓ：回路調整のための試験用開閉器で，試験の場合には開路しておく。 

ＣＢ：交流遮断器 

ＡＱＢ－Ｕ：電源側遮断器 

ＡＱＢ－Ｌ：負荷側遮断器 

図３―後備保護遮断試験回路 

 

b) 試験電流の決定法は，8.2.7.1 b)による。 

c) 回路条件は，8.2.7.1 c)による。 

d) 試験は，三相交流によって１回行う。 

e) 動作責務は，Ｏ－２分－ＣＯをもって１回とし，ＣＯの投入は負荷側遮断器で行うものとする。 

f) 遮断に際して，アーク検出用ヒューズ が溶断してはならない。 

g) 遮断後 60 分間放置した後，8.2.4 によって絶縁抵抗を測定する。 

h) g)の試験に引き続き 8.2.5 によって耐電圧試験を行う。ただし，試験電圧は，AC1 300 V とする。 

なお，定格電圧 AC115 V の回路は AC975 V とし，定格電圧が DC24 V の回路は AC325 V とする。 

i)  負荷側遮断器のモールドベース及びカバーに損傷があってはならない。 

j)  負荷側遮断器の導電部に溶断があってはならない。 

8.2.7.3  選択遮断試験 

a) 試験回路は，8.2.7.2 a)による。ただし，試験電流は，選択遮断限界電流値を流すことができる

ものとする。 

b) 試験電流の決定法は，8.2.7.1 b)による。 

c) 回路条件は，8.2.7.1 c)による。 

d) 試験は，三相交流によって１回行う。 
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e) 動作責務は，Ｏ－２分－ＣＯをもって１回とし，ＣＯの投入は負荷側遮断器で行うものとする。 

f) 遮断に際して，アーク検出用ヒューズが溶断してはならない。 

g) e)の試験によって，負荷側遮断器だけが引外し動作を行い，電源側遮断器は電流遮断後に通電状

態になければならない。 

h) 遮断後 60 分間放置した後，8.2.4 によって絶縁抵抗を測定する。 

i) h)の試験に引き続き 8.2.5 によって耐電圧試験を行う。ただし，試験電圧は，AC1 300 V とする。 

なお，定格電圧が AC115 V の回路は AC975 V，定格電圧が DC24 V の回路は AC325 V とする。 

8.2.8 振動試験 

振動試験は，8.1.8 による。 

8.2.9 衝撃試験 

衝撃試験は，次によるほか 8.1.9 による。 

a) 耐衝撃課程終了後の耐電圧は，AC1 300 V で１分間耐えるものとする。ただし，定格電圧が AC115 

V の回路は AC975 V とし、定格電圧が DC24 V の回路は AC325 V とする。 

b) 耐衝撃課程終了後の長限時，短限時及び瞬時引外しの電流値は，表１７～表２０に示す特性を満

足するものとする。 

8.2.10  電気的操作試験 

a) 電圧引外し装置を備えた遮断器の電気的操作試験は，定格周波数のもとで，5.2.10 の電圧範囲の

上限及び下限の値で引外しを行い，異常の有無を調べる。 

b) 電動操作装置を備えた遮断器の電気的操作試験は，定格周波数のもとで，5.2.10 の電圧範囲の上

限及び下限の値で開閉を行い，異常の有無を調べる。 

8.2.11  温湿度サイクル試験 

温湿度サイクル試験は，過電流引外し装置に対し，定格電流及び定格周波数のもとで NDS F 8002

の 5.22（温湿度サイクル試験）によって行い，異常の有無を調べる。 

 

9  呼び方･表示 

9.1  熱動・電磁式 

熱動・電磁式ＡＱＢ，端子台及び電動操作装置の呼び方及び表示は，次による。 

9.1.1  呼び方 

a)  遮断器 

1) ＡＱＢと端子台で構成する遮断器の呼び方は，名称，ＡＱＢの種類，ライブフロント又はデッ

ドフロントの種類及び付属品の種類の記号による。 

例 艦船用埋込遮断器 ＡＱＢ２ＢＢ－０７５ＦＤＣ－Ｌ－Ｘ０Ｖ０ 

2) 端子台を使用しない遮断器は，名称及びＡＱＢの種類及び付属品の種類の記号による。 

例 艦船用埋込遮断器 ＡＱＢ３ＢＢ－２５０ＦＤＬ－Ｘ４Ｖ５Ｎ 
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b) ＡＱＢ 

ＡＱＢは，ＡＱＢの種類及び付属品種類の記号による。 

例 ＡＱＢ２ＢＢ－１００ＦＤＣＸ１Ｖ５ 

c) 端子台 

端子台は，端子台の種類及び付属品の種類の記号による。 

例 ＡＱＢＭ３ＢＢ－ＤＸＶＮ 

d) 電動操作装置 

電動操作装置は，名称及び電動操作装置の種類の記号による。 

例 艦船用電動操作装置 ＡＱＭ４Ｂ－Ｍ 

9.1.2  表示 

a) ＡＱＢ 

ＡＱＢには，見やすい位置に NDS F 8014 による銘板を取り付ける。 

b)  端子台 

端子台には，見やすい位置に端子台の記号及び製造者名又はその略号を表示する。 

c) 電動操作装置 

電動操作装置には，見やすい位置に NDS F 8014 による銘板を取り付ける。 

9.2  電子式 

電子式ＡＱＢ，端子台及び電動操作装置の呼び方及び表示は，次による。 

9.2.1  呼び方 

a)  遮断器 

1)  ＡＱＢと端子台で構成する遮断器の呼び方は，名称，ＡＱＢの種類，ライブフロント又はデッ

ドフロントの別及び付属品の種類の記号による。 

例 艦船用埋込遮断器 ＡＱＢ２ＡＤ－１００ＦＡＣ－Ｌ－Ｘ０Ａ１Ｖ１Ｎ 

2)  端子台を使用しない遮断器は，名称及びＡＱＢの種類及び付属品の種類の記号による。 

例 艦船用埋込遮断器ＡＱＢ３ＡＤ－２５０ＳＨＬ－Ｘ１Ａ１Ｖ１ 

b)  ＡＱＢ 

 ＡＱＢには，ＡＱＢの種類及び付属品の種類の記号による。 

例 ＡＱＢ２ＡＤ－１００ＦＡＣＸ１Ａ０ＶＫＮ 

c)  端子台 

 端子台には，端子台の種類及び付属品の種類の記号による。 

例 ＡＱＢＭ２ＡＤ０－ＤＳ１Ｖ１Ｎ 

d) 電動操作装置 

電動操作装置には，名称及び電動操作装置の種類の記号による。 

例 艦船用電動操作装置 ＡＱＭ４Ａ－Ｍ 

9.2.2  表示 

表示は，9.1.2 によるほか，過電流引外し装置の設定値の表示は，次による。 
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a) Ｅ，Ｆ及びＴ特性のもの 

例 １５０ Ｆ－９ 

  (1)   (2) (3) 

b) Ｓ特性のもの 

例 ０４０ Ｓ－Ｂ３ 

  (1)   (2) (4) 

c) Ｇ特性のもの 

表示しない 

 

(1)  定格電流の設定値を３桁の数字で表す。 

(2)  過電流引外し装置の特性の種類を表す。 

(3)  短限時引外し又は瞬時引外し特性の引外し電流値の設定区分を表し，記号は表１９又は表２０

に示す引外し電流値の設定区分とする。 

(4)  Ｓ特性のものについて，短限時引外し特性の設定時限帯を表し，記号は表１９に示す設定時限

帯とする。 
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艦船用埋込遮断器 解説 

 

この解説は，本体に規定・記載した事柄，並びにこれらに関連した事柄を説明するもので，規格の

一部ではない。 

 

1 今回の改正までの経緯 

この規格は，昭和 30 年に制定され，昭和 38 年，昭和 41 年，昭和 54 年及び平成 4 年の改正を経て

今回の改正に至った。 

今回の改正までの経緯は，次による。 

a) NDS XXF 8804C（艦船用埋込シャ断器）は，艦内の配電容量が増大し，配電系統が複雑になるに伴

い，艦船用埋込遮断器（以下，遮断器という。）の定格遮断電流の増大，遮断器間の協調動作及び

小形軽量化を目的に昭和 41 年に改正された。 

主な改正事項は，次による。 

1) 瞬時引外し電流を調整可能とするとともに，小形化した遮断器を追加した。 

2) 定格遮断電流を増大させた限流ヒューズ付遮断器を追加した。 

3) 発電機の過負荷及び短絡の保護を目的とするＧ特性を追加した。 

b) NDS F 8804D（艦船用埋込しゃ断器）は，使用実績に基づき種類の整理をし，新技術を取り入れた

新機種を加えるとともに， NDS F 8001 及び MIL-C-17361B [CIRCUIT BREAKERS  

AIR,ELECTRIC,INSULATED ENCLOSURE (SHIPBOARD USE)]を参考として，昭和 54 年に改正された。 

主な改正事項は，次による。 

1) 自動引外し装置をもたないＮＱＢを廃止した。 

2) フレーム番号 1（50 A）を廃止した。 

3) 単独で定格遮断電流を増大させた遮断器を追加するとともに，限流ヒューズ付遮断器を廃止し

た。 

4) 直流高圧用(定格電圧 DC480 V)の遮断器を追加し，定格電圧 DC250 V の遮断器を廃止した。 

5) 非磁性の要求のあるものを追加した。 

c) NDS F 8804E（艦船用埋込遮断器）（以下，旧規格という。）は，主発電装置の大容量化などによっ

て，定格遮断電流，過電流引外し特性などの基本的な性能面において，旧規格の遮断器では対応

できなくなってきたため，JIS，JEC，MIL などの規格の改正及び 63 年度艦における電子式遮断器

の開発実績を反映し，平成 4 年に改正された。 

主な改正事項は，次による。 

1) 規格の構成は，過電流引外し装置の種類によって，63DDG で開発された遮断器を電子式，旧規

格の遮断器を熱動･電磁式として並立の形でまとめた。 
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2) 熱動･電磁式遮断器は，外線接続用端子の温度上昇限度を NDS F 8001D の改正に伴い変更したほ

か，電子式遮断器は，IEC，MIL などを参考に新たに温度上昇限度を規定した。また，電子式遮

断器は，後備保護遮断特性，選択遮断特性，電気的操作性能及び温湿度サイクル性能を追加・

規定した。 

3) NDS F 8001D の改正に伴い，“沿面距離・すきま”を“空間距離・沿面距離”とし，そのクラス

を明確にした。 

 

2 今回の改正の趣旨 

前回の改正から 23 年が経過しており，この間，NDS F 8001E をはじめ，埋込遮断器に関連する規格

も制定・改正されたこと，経年によって陳腐化し技術の進展に遅れたもの，安全性の向上が望まれる

ものなど，最新の技術に対応させるために改正が必要になった。この間の技術的な変更としては，400 

Hz 系統用にＧ特性の遮断器，直流系統用に新型の熱動・電磁式遮断器及び付属装置として電動操作装

置が開発された。また、製造される遮断器の型式も直流系統は熱動・電磁式のもの，交流系統は電子

式に集約された状況である。 

本規格は，平成 27 年度に改正（原案）（案）作成のための調査・検討並びに改正規格（原案）（案）

作成の作業を一般社団法人日本電機工業会へ委託して作成した。 

 

3  改正規格原案調査作業委員会の構成 

 この規格は，防衛装備庁長官官房艦船設計官付第５設計室が主管となり，一般社団法人日本電機工

業会会員等の協力によって改正規格（原案）（案）を作成したものである。 

 

4  改正作業における留意事項 

本規格の改正作業における留意事項は，次による。 

a) 関連の防衛省規格（NDS）の改廃に伴う見直しを行った。 

b) 実績によって改正を必要とする事項の見直しを行った。 

c) 旧規格において疑義を生じやすい規定について表現の明確化を行った。 

検討した配列項目と旧規格の配列項目を解説付表１に示す。 

 

5 主な項目の説明 

主な項目に関する改正の概要，補足説明など参考になる事項は，解説表１による。 
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解説表１－改正の概要，補足説明 

項目番号 項目 説明 

1 適用範囲 旧規格の艦船用埋込遮断器の種類は，熱動・電磁式（直流・交

流）及び電子式（交流）について規格化されていた。現在は、製

造されている熱動・電磁式（直流）及び電子式（交流）だけが採

用されており，熱動・電磁式（交流）は，製造中止の状態である

ので削除した。 

2 

 

引用規格 旧規格の“1 適用範囲”の備考に記載の引用文書は，JIS Z 8301

によって“2 引用規格”として記載した。 

3 用語及び定義 改正によって追加又は不用となる用語を見直した。 

a) 次の用語を追加した 

・定格電流 

・設定定格電流 

・動作責務 

・電動操作装置 

・手動直接操作 

・手動間接操作 

・自動リセット 

・ばね投入操作方式 

・手動とってインタロック 

b) 次の用語を削除した。 

・引外し装置 

4 種類 旧規格と同じく遮断器本体（以下，ＡＱＢという。）を過電流

引外し装置の種類によって熱動・電磁式と電子式の２種類に大別

している。 

交流系統の熱動・電磁式は，製造中止の状態であるので削除し

た。 

4.1 熱動・電磁式 a) 熱動・電磁式ＡＱＢの特徴は，次による。 

1) 直流電流を検出でき，直流系統に使用可能である。 

2) 正常電流から過負荷事故になった場合，正常電流による電

路の温度上昇の度合いに応じて動作時間が速くなる。 
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解説表１－改正の概要，補足説明（続き） 

項目番号 項目 説明 

4.1 熱動・電磁式 

（続き） 

3) 過電流引外し装置を構成する部品数が少なく，信頼性が高

い。 

b) 旧規格では，直流系統用の熱動・電磁式ＡＱＢは DC670 V で

定格遮断特性及び耐電圧性を満足するものと規定していた

が，本規格では，熱動・電磁式ＡＱＢは潜水艦直流電源装置

の最高電圧が DC680 V であることから，DC680 V で定格遮断

特性及び耐電圧性を満足するものと規定を変更した。 

c) 旧規格では，解説表１ ＡＱＢの付属品（熱動・電磁式）で

補助スイッチの最大取付可能数量を示していたが，本規格で

は，表５－ＡＱＢの付属品（熱動・電磁式）で取付可能な補

助スイッチの数量の組合せを示すように見直した。 

4.2 電子式 a) 電子式ＡＱＢのデジタル制御方式の特徴は次による。 

1)  設定変更が容易である。 

2) 設定精度がよい。 

3) 繰返し精度がよい。 

4) 設定範囲が広い。 

5) 実効値動作形で負荷電流の波形ひずみの影響を受けにく

い。 

6) 負荷又は回路の過電流特性と協調する引外し特性が容易

に得られる。 

7) 使用現場における動作テストが可能である。 

b) 旧規格では，表７ ＡＱＢの付属品（電子式）で補助スイッ

チ及び警報スイッチの最大取付可能数量を示していたが，こ

の規格では，表１０－ＡＱＢの付属品（電子式）で取付可能

な補助スイッチ及び警報スイッチの数量の組合せを示すよ

うに見直した。 

c) 電子式の定格電流の最大のものは，800 A（フレーム番号５

ＡＥ）である。 

なお，このフレームには、解説付表２に示す非自動形遮断

器がある。この遮断器は，遠隔からの投入及び開放操作が可

能であるが，過電流引外し装置をもたない非自動遮断形であ

る。 
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解説表１－改正の概要，補足説明（続き） 

項目番号 項目 説明 

5.1.1 

 

定格 a) 熱動・電磁式の定格電流は，フレーム区分及び定格電流設定

値ともに本規格の熱動・電磁式ＡＱＢと旧規格の直流系統用

の熱動・電磁式ＡＱＢは同じであり，寸法上の互換性はない

がアタッチメントなどの使用によって，代替は可能である。 

b) 定格遮断電流は，本規格の熱動・電磁式ＡＱＢが，解説表２

に示すように旧規格のものより大きく，寸法上の互換性はな

いがアタッチメントなどの使用によって，代替は可能であ

る。  

  

解説表２－定格遮断電流の比較 

単位 kA 

本規格 旧規格 

フレーム番号 定格遮断電流 
a) 

フレーム番号 定格遮断電流 
b) 

２ＢＢ 20 ２Ｂ 10 

３ＢＢ 40 ３Ｂ 20 

４ＢＢ 40 ４Ｂ 10 

注 a) DC680 V で定格遮断電流を満足する。 
b) DC670 V で定格遮断電流を満足する。 

 
 

5.2.1 

 

定格 定格は，次の事項に留意して規定されている。 

a) 定格周波数は，旧規格の交流系統用の熱動・電磁式ＡＱＢと

同様に基本な周波数である 60 Hz 及び 400 Hz の２種類であ

る。 

b) 定格電流は，100 A，250 A，400 A 及び選択遮断が可能な 800 

A である。また，それぞれのフレームにおいて，種類の統合

を図るため，定格電流を調整可能とし，それぞれの定格電流

の最大値ごとに等差級数となるよう，設定定格電流を決定し

た。 

電子式ＡＱＢと旧規格の交流系統用の熱動・電磁式ＡＱＢ

の定格電流の比較を解説表３に示す。 
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解説表１－改正の概要，補足説明（続き） 

項目番号 項目 説明 

5.2.1 

 

定格 

（続き） 

解説表３－電子式ＡＱＢと熱動・電磁式ＡＱＢの定格電流の比較 

単位 A 

本規格 旧規格 

電子式 熱動・電磁式(交流) 

定格電流の最大値 設定定格電流 定格電流 

25 15, 20, 25 
15, 25, 50, 75, 

100 
50 30, 40, 50 

100 60, 80,100 

250 
125,150,175, 

200,225,250 
100,125,150,160, 

175,200,225,250, 

300,350,400,500, 

600 

400 300,350,400 

800 500,600,700,800 

注記 電子式のものは，旧規格の熱動・電磁式のものに比

べ小形であるが，寸法上の互換性はない。 

 

c) 定格遮断電流は，定格電流が 100 A，250 A 及び 400 A のも

のについては，40 kA 及び 100 kA の２系列とし，定格遮断電

流から見た熱動・電磁式ＡＱＢとの互換性を解説表４のとお

り考慮した。 

 

解説表４－定格遮断電流の比較 

単位 kA 

本規格 旧規格 

電子式 熱動・電磁式(交流) 

フレーム番号 定格遮断電流 
a) 

フレーム番号 定格遮断電流 
b) 

２ＡＤ 40 

２Ａ 15 

２ＡＣ 25 

２ＡＢ 40 

３ＡＤ 40 
３Ａ 20 

３ＡＢ 40 

４ＡＤ 40 ４ＡＢ 40 

注記 電子式のものは，旧規格の熱動・電磁式のものに比べ

小形であるが，寸法上の互換性はない。 

注 a) 60 Hz 用で過電流引外し装置の特性は，Ｅ及びＦのも

のを示す。 
b) 60 Hz 用で過電流引外し装置の特性は，Ｅ，Ｆ及びＭ

のものを示す。 
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解説表１－改正の概要，補足説明（続き） 

項目番号 項目 説明 

5.2.3.1 過電流引外し装置

の特性の種類 

ケーブル短絡の保護を目的としたＥ特性，ケーブルの過負荷及

び短絡の保護を目的としたＦ，Ｔ及びＳ特性に加え，400 Hz 用の

発電機の過負荷及び短絡の保護を目的としたＧ特性を追加した。 

5.2.3.2 長限時引外し特性 旧規格では，交流 400 Hz のケーブルの保護を目的とする過電

流引外し特性はＳ特性だけであったが，本規格では，Ｆ特性を追

加した。 

このため、主にケーブル保護を目的とするＦ,Ｔ及びＳ特性を

表１７－長限時引外し特性（電子式）に、主に発電機保護を目的

とするＧ特性を表１８－長限時引外し特性（電子式）にまとめる

ものとした。 

5.2.3.3 短限時引外し特性 400 Hz 用の発電機の保護を目的としたＧ特性が，短限時引外し

特性をもつため，表１９－短限時引外し特性（電子式）にＧ特性

を追加した。 

5.2.3.4 瞬時引外し特性 Ｇ特性の追加，調整可能・固定の記載などによって，表２０－

瞬時引外し電流値（電子式）の表形式を見直した。 

 

5.2.10 電気的操作性能 16SS におけるの採用実績に基づき，電動操作装置を備えた遮断

器の電気的操作性能を b)項に規定した。 

6.1.2 空間距離・沿面距離 NDS F 8001E 4.3.7 項の文言に合わせた。 

6.1.4 過電流引外し装置 本体 e)項の文言を電子式に合わせて表現を見直した。 

 

― 形状・寸法・質量 NDS F 8829E との整合のため，本体から本解説に移行して旧規

格の付図１～付図２６の外形寸法図を削除し，概略寸法の規定に

変更した。 

なお，ＡＱＢ，端子台及び電動操作装置の形状，寸法及び質量

は，解説付表３及び解説付図１～付図５による。また，解説付表

３に示す寸法の寸法差は，解説付表４による。 

7 材料・加工方法 JIS 規格の絶縁材料の耐熱クラスの表記方法が変更されたた

め，a)項を“絶縁材料は，耐熱クラス 130(B)又はこれに準ずるも

のを使用する。”に変更した。 
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解説表１－改正の概要，補足説明（続き） 

項目番号 項 目 説  明 

8.1.6 開閉耐久試験 表２３は直流系統用の熱動・電磁式だけを対象とするよう見直

した。また，電圧引外し装置を備えた遮断器についての追加条件

を本体 a)項, 補助スイッチを備えた遮断器についての追加条件

を本体 b)項及び電動操作装置を備えた遮断器について追加条件

を本体 c)項に規定した。 

なお，試験条件は，旧規格の直流系統用の熱動・電磁式のもの

と同じである。 

8.1.7 定格遮断試験 本規格の熱動・電磁式遮断器は，直流系統用だけのため，図１

－定格遮断試験回路（熱動・電磁式）を直流回路の図に変更した。 

アーク検出の方法を旧規格の“かなきん法”から電子式のもの

と同じ“ヒューズワイヤ法”に改めた。 

その理由は，NDS F 8829E との整合及び一般の遮断器規格では

本規格に規定されている程度の遮断性能のものは，“ヒューズワ

イヤ法”が実施されていることによる。 

金属片の接続は，電源側の電位の低い負極に接続することとし

た。 

アーク検出用ヒューズ及び保安抵抗の規定は，本解説表１の

8.2.7.1 による。 

遮断後の耐電圧値は，旧規格と同じ値とし，DC1 550 V，定格

電圧が AC115 V の回路は，AC975 V とした。 

なお，熱動・電磁式遮断器のアーク距離の保証値は，解説表５

による。 

解説表５－アーク距離の保証値（熱動・電磁式） 

単位 mm 

フレーム番号 アーク距離 

L 

２ＢＢ 40 

３ＢＢ 40 

４ＢＢ 40 
 

L 
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解説表１－改正の概要，補足説明（続き） 

項目番号 項 目 説  明 

8.1.10 

 

電気的操作試験 熱動・電磁式遮断器の電気的操作試験を新たに規定した。 

 

8.2.6 開閉耐久試験 16SS におけるの採用実績に基づき，電動操作装置を備えた遮断

器について規定した。 

表２６の回路条件の力率は，旧規格及び JIS C 8201-2-1 2011

で規定されている 0.8±0.05 （0.75～0.85）と同じとした。 

8.2.7.1 定格遮断試験 図２及び図３の遮断試験回路（電子式）のアーク検出用ヒュー

ズには，直径 0.1 mm の銅線を使用し、回路電圧 100 V 当り 1.0 Ω

の保安抵抗を直列に接続して試験を行う。 

なお、アーク検出用ヒューズの直径は、JIS C 8201-1 2007 で

規定されており、ヒューズの通過電流を半波・100 A に制限する

ためには、直径 0.1 mm の銅線が適当である。また、電子式遮断

器のアーク距離の保証値は，解説表６による。 

 

解説表６ーアーク距離の保証値（電子式） 

単位 mm 

フレーム番号 
アーク距離 

Ｌ１ Ｌ２ 

２ＡＤ 80 － 

２ＡＥ 80 80 

３ＡＤ 120 － 

３ＡＥ 120 120 

４ＡＤ 120 － 

４ＡＥ 120 120 

５ＡＥ 120 120 
 

9.2.2 表示 過電流引外し装置の設定値の表示を a) Ｅ，Ｆ及びＴ特性のも

の，b) Ｓ特性のもの及び c) Ｇ特性のものの３項目分けて示す

ように変更した。 
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解説付表 1－項目配列対比表 

埋込遮断器Ｅ版項目 埋込遮断器Ｆ版項目 
埋込遮断器Ｆ版の項目 

番号に対するＥ版の項目 

1. 適用範囲 

 

2. 用語の意味 

3. 種類 

3.1 熱動・電磁式 

3.2 電子式 

4. 性能 

4.1 熱動・電磁式 

4.1.1 定格 

4.1.2 定格遮断特性 

4.1.3 過電流引外し特性 

(1) 過電流引外し装置の特性

の種類 

(2) 長限時引外し特性 

(3) 瞬時引外し特性 

4.1.4 温度上昇 

4.1.5 絶縁抵抗 

4.1.6 耐電圧 

4.1.7 開閉耐久 

4.1.8 耐振性 

4.1.9 耐衝撃性 

 

4.2 電子式 

4.2.1 定格 

4.2.2 遮断特性 

(1) 定格遮断特性 

(2) 後備保護遮断特性 

(3) 選択遮断特性 

 

1 適用範囲 

2 引用規格 

3 用語及び定義 

4 種類 

4.1 熱動・電磁式 

4.2 電子式 

5 性能 

5.1 熱動・電磁式 

5.1.1 定格 

5.1.2 定格遮断特性 

5.1.3 過電流引外し特性 

5.1.3.1 過電流引外し装置の特

性 

5.1.3.2 長限時引外し特性 

5.1.3.3 瞬時引外し特性 

5.1.4  温度上昇 

5.1.5  絶縁抵抗 

5.1.6  耐電圧 

5.1.7  開閉耐久 

5.1.8  耐振性 

5.1.9  耐衝撃性 

5.1.10 電気的操作性能 

5.2  電子式 

5.2.1  定格 

5.2.2  遮断特性 

5.2.2.1 定格遮断特性 

5.2.2.2 後備保護遮断特性 

5.2.2.3 選択遮断特性 

 

1. 

新設（関連文書を移動） 

2. 

3. 

3.1 

3.2 

4. 

4.1 

4.1.1 

4.1.2 

4.1.3 

4.1.3 (1) 

 

4.1.3 (2) 

4.1.3 (3) 

4.1.4 

4.1.5 

4.1.6 

4.1.7 

4.1.8 

4.1.9 

新設 

4.2 

4.2.1 

4.2.2 

4.2.2 (1) 

4.2.2 (2) 

4.2.2 (3) 
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解説付表 1－項目配列対比表（続き） 

埋込遮断器Ｅ版項目 埋込遮断器Ｆ版項目 
埋込遮断器Ｆ版の項目 

番号に対するＥ版の項目 

4.2.3 過電流引外し特性 

(1) 過電流引外し装置の特性

の種類 

(2) 長限時引外し特性 

(3) 短限時引外し特性 

(4) 瞬時引外し特性 

4.2.4 温度上昇 

4.2.5 絶縁抵抗 

4.2.6 耐電圧 

4.2.7 開閉耐久 

4.2.8 耐振性 

4.2.9 耐衝撃性 

4.2.10 電気的操作性能 

4.2.11 温湿度サイクル性 

5. 構造 

5.1 熱動・電磁式 

5.1.1 主要構造 

5.1.2 空間距離・沿面距離 

5.1.3 開閉機構 

5.1.4 過電流引外し装置 

5.1.5 接触子・消弧装置 

5.1.6 取付け 

 

 

 

 

 

 

5.2 電子式 

5.2.1 主要構造 

5.2.2 空間距離・沿面距離 

5.2.3  過電流引外し特性 

5.2.3.1 過電流引外し装置の特

性の種類 

5.2.3.2 長限時引外し特性 

5.2.3.3 短限時引外し特性 

5.2.3.4 瞬時引外し特性 

5.2.4  温度上昇 

5.2.5  絶縁抵抗 

5.2.6  耐電圧 

5.2.7  開閉耐久 

5.2.8 耐振性 

5.2.9 耐衝撃性 

5.2.10 電気的操作性能 

5.2.11 温湿度サイクル性 

6 構造 

6.1 熱動・電磁式 

6.1.1 主要構造 

6.1.2 空間距離・沿面距離 

6.1.3 開閉機構 

6.1.4 過電流引外し装置 

6.1.5 接触子・消弧装置 

6.1.6 取付け 

6.1.7 電動操作装置 

6.1.7.1 主要構造 

6.1.7.2 空間距離・沿面距離 

6.1.7.3 操作機構 

6.1.7.4 操作部の表示 

6.1.7.5 取付け 

6.2 電子式 

6.2.1 主要構造 

6.2.2 空間距離・沿面距離 

4.2.3 

4.2.3 (1) 

 

4.2.3 (2) 

4.2.3 (3) 

4.2.3 (4) 

4.2.4 

4.2.5 

4.2.6 

4.2.7 

4.2.8 

4.2.9 

4.2.10 

4.2.11 

5. 

5.1 

5.1.1 

5.1.2 

5.1.3 

5.1.4 

5.1.5 

5.1.6 

新設 

新設 

新設 

新設 

新設 

新設 

5.2 

5.2.1 

5.2.2 
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解説付表 1－項目配列対比表（続き） 

埋込遮断器Ｅ版項目 埋込遮断器Ｆ版項目 
埋込遮断器Ｆ版の項目 

番号に対するＥ版の項目 

5.2.3 開閉機構 

5.2.4 過電流引外し装置 

5.2.5 接触子・消弧装置 

5.2.6 取付け 

 

6. 形状・寸法・質量 

6.1 熱動・電磁式 

6.2 電子式 

7. 材料・加工方法 

8. 試験方法 

8.1 熱動・電磁式 

8.1.1 試験条件 

8.1.2 引外し試験 

(1) 長限時引外し試験 

(2) 瞬時引外し試験 

(3) 接続電線 

8.1.3 温度試験 

8.1.4 絶縁抵抗試験 

8.1.5 耐電圧試験 

8.1.6 開閉耐久試験 

8.1.7 定格遮断試験 

8.1.8 振動試験 

8.1.9 衝撃試験 

 

8.2 電子式 

8.2.1 試験条件 

8.2.2 引外し試験 

(1) 長限時引外し試験 

(2) 短限時引外し試験 

(3) 瞬時引外し試験 

(4) 接続導体 

6.2.3 開閉機構 

6.2.4 過電流引外し装置 

6.2.5 接触子・消弧装置 

6.2.6 取付け 

6.2.7 電動操作装置 

 

 

 

7 材料・加工方法 

8 試験方法 

8.1 熱動・電磁式 

8.1.1 試験条件 

8.1.2 引外し試験 

8.1.2.1 長限時引外し試験 

8.1.2.2 瞬時引外し試験 

8.1.2.3 接続電線 

8.1.3 温度試験 

8.1.4 絶縁抵抗試験 

8.1.5 耐電圧試験   

8.1.6 開閉耐久試験 

8.1.7 定格遮断試験 

8.1.8 振動試験 

8.1.9 衝撃試験 

8.1.10 電気的操作試験 

8.2  電子式 

8.2.1 試験条件 

8.2.2 引外し試験 

8.2.2.1 長限時引外し試験 

8.2.2.2 短限時引外し試験 

8.2.2.3 瞬時引外し試験 

8.2.2.4 接続導体 

5.2.3 

5.2.4 

5.2.5 

5.2.6 

新設 

－ 

－ 

－ 

7. 

8. 

8.1 

8.1.1 

8.1.2 

8.1.2 (1) 

8.1.2 (2) 

8.1.2 (3) 

8.1.3 

8.1.4 

8.1.5 

8.1.6 

8.1.7 

8.1.8 

8.1.9 

新設 

8.2 

8.2.1 

8.2.2  

8.2.2 (1) 

8.2.2 (2) 

8.2.2 (3) 

8.2.2 (4) 
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解説付表 1－項目配列対比表（続き） 

埋込遮断器Ｅ版項目 埋込遮断器Ｆ版項目 
埋込遮断器Ｆ版の項目 

番号に対するＥ版の項目 

8.2.3 温度試験 

8.2.4 絶縁抵抗試験 

8.2.5 耐電圧試験 

8.2.6 開閉耐久試験 

8.2.7 遮断試験 

8.2.7.1 定格遮断試験 

8.2.7.2 後備保護遮断試験 

8.2.7.3 選択遮断試験 

8.2.8 振動試験 

8.2.9 衝撃試験 

8.2.10 電気的操作試験 

8.2.11 温湿度サイクル試験 

9. 呼び方・表示 

9.1 熱動・電磁式 

9.1.1 呼び方 

9.1.2 表示 

9.2 電子式 

9.2.1 呼び方 

9.2.2 表示 

 

8.2.3 温度試験 

8.2.4 絶縁抵抗試験 

8.2.5 耐電圧試験 

8.2.6 開閉耐久試験 

8.2.7 遮断試験 

8.2.7.1 定格遮断試験 

8.2.7.2 後備保護遮断試験 

8.2.7.3 選択遮断試験 

8.2.8 振動試験 

8.2.9 衝撃試験 

8.2.10 電気的操作試験 

8.2.11 温湿度サイクル試験 

9 呼び方・表示 

9.1 熱動・電磁式 

9.1.1 呼び方 

9.1.2 表示 

9.2 電子式 

9.2.1 呼び方 

9.2.2 表示 

 

8.2.3 

8.2.4 

8.2.5 

8.2.6 

8.2.7 

8.2.7.1 

8.2.7.2 

8.2.7.3 

8.2.8 

8.2.9 

8.2.10 

8.2.11 

9. 

9.1 

9.1.1 

9.1.2 

9.2 

9.2.1 

9.2.2 
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解説付表２－800 A フレーム非自動形遮断器の要目 

フレーム番号 ５ＡＤ 

フレーム           A 800 

定格電圧           V AC500 

定格周波数         Hz 400 

極数 ３ 

定格遮断電流        kA ― 

定格電流           A 800 

過電流引外し特性 ― 

過電流引外し方式 ― 

接続方式 Ｄ a) 

付
属
品 

補助スイッチ あり 

警報スイッチ あり 

電圧引外し あり 

コンデンサ引外し b) あり 

とってロック金物 あり 

電動操作機構 あり 

注記 付属品の要否は，指定事項とする。 

注 a) デッドフロント仕様を示す。 

b) コンデンサ引外しは，通常時に交流電源を整流し，コンデンサを充電しておき，

交流電源喪失時に約 10 分以内であればコンデンサの充電電圧によって遮断器

を開放させることができる。 
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解説付表３－ＡＱＢ，端子台及び電動操作装置の寸法・質量 

機器 

名称 
区分 機器種類 

接

続 

寸法 

mm 

質量 

kg 

a) 

注記 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

ＡＱＢ 

熱動・電磁式 

ＡＱＢ２ＢＢ Ｃ 105 165 155 
(232) b) 

4.0 
解説付図

１による (180) c) 

ＡＱＢ３ＢＢ 
Ｄ 

225 
299 121 (264) 11.9 

解説付図

２による 
Ｌ 319 103 (139) 11.0 

ＡＱＢ４ＢＢ Ｄ 228 305 121 (264) 12.5 

電子式 

ＡＱＢ２ＡＤ Ｃ 90 150 121 
(176) b) 

1.9 
解説付図

１による 

(139) c) 

ＡＱＢ２ＡＥ Ｃ 90 220 121 
(176) b) 

2.9 
(139) c) 

ＡＱＢ３ＡＤ 
Ｄ 140 266 121 (231) 6.4 

解説付図

２による 

Ｌ 145 342 103 (131) 6.7 

ＡＱＢ３ＡＥ 
Ｄ 140 366 121 (231) 9.1 

Ｌ 145 420 103 (131) 9.5 

ＡＱＢ４ＡＤ 
Ｄ 140 266 121 (231) 6.4 

Ｌ 145 342 103 (131) 6.7 

ＡＱＢ４ＡＥ 
Ｄ 140 366 121 (231) 9.1 

Ｌ 145 420 103 (131) 9.5 

ＡＱＢ５ＡＥ Ｄ 240 400 154 (324) d) 33.0 

端子台 

熱動・電磁式 

ＡＱＢＭ２ＢＢ 
Ｄ 

105 165 42.5 
(94.5) 1.3 解説付図

３による Ｌ (67.5) 1.0 

ＡＱＢＭ３ＢＢ Ｄ 210 303 63.5 (170.5) 6.6 解説付図

４による ＡＱＢＭ４ＢＢ Ｄ 210 303 63.5 (170.5) 6.6 

電子式 

ＡＱＢＭ２ＡＤ 
Ｄ 

90 160 39 
(76) 1.1 

解説付図

３による 

Ｌ (66.2) 0.9 

ＡＱＢＭ２ＡＥ 
Ｄ 

90 230 39 
(76) 1.5 

Ｌ (66.2) 1.2 

ＡＱＢＭ３ＡＤ Ｄ 148 282 60 (142) 3.9 

解説付図

４による 

ＡＱＢＭ４ＡＤ Ｄ 148 282 60 (142) 3.9 

ＡＱＢＭ３ＡＥ Ｄ 148 382 60 (142) 4.3 

ＡＱＢＭ４ＡＥ Ｄ 148 382 60 (142) 4.3 

ＡＱＢＭ５ＡＤ Ｄ 230 (440) 77 (181) 8.0 

電動操

作装置 

熱動・電磁式 ＡＱＭ４Ｂ－Ｍ Ｄ 210.3 350 241.5 348.5 e) 13.2 
解説付図

５による 電子式 ＡＱＭ４Ａ－Ｍ 
Ｄ 210.3 350 241.5 323.5 e) 12.9 

Ｌ 210.3 350 223.5 223.5 e) 12.9 

 



54 
F 8804F 

解 16 
 

解説付表３－ＡＱＢ，端子台及び電動操作装置の寸法・質量（続き） 

注記 括弧を付けた寸法は，参考寸法とする。 

注 a) 最大質量を示す。 

b) 端子台がデッドフロント形の寸法を示す。 

c) 端子台がライブフロント形の寸法を示す。 

d) 補助ハンドルを除く寸法を示す。 

e) 手動操作とってを除く寸法を示す。 

 

 

 

解説付表４－寸法及び寸法差 

                   単位 mm 

呼 び 寸 法 寸法差 

50 まで ±0.4 

50 を超え 100 まで ±0.8 

100 を超え 150 まで ±1.2 

150 を超え 200 まで ±1.6 

200 を超え 250 まで ±2.0 

250 を超えるもの ±2.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説付図１－ＡＱＢ外形寸法図１ 
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解説付図２－ＡＱＢ外形寸法図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説付図３－端子台外形寸法図１ 
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解説付図４－端子台外形寸法図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説付図５－電動操作装置外形寸法図 
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解説付図６－ＡＱＢ２ＢＢ動作特性曲線 

                                       ＡＱＢ３ＢＢ  

                                       ＡＱＢ４ＢＢ 
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解説付図７－温度補正曲線 
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解説付図８－ＡＱＢ２ＡＤ動作特性曲線 

                                       ＡＱＢ２ＡＥ  
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解説付図９―ＡＱＢ３ＡＤ動作特性曲線 

                                       ＡＱＢ３ＡＥ  

                                       ＡＱＢ４ＡＤ 

                                       ＡＱＢ４ＡＥ 
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解説付図１０－ＡＱＢ５ＡＥ動作特性曲線 
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解説付図１１－ＡＱＢ２ＡＤ動作特性曲線（Ｆ－Ｈ特性） 

                                 ＡＱＢ３ＡＤ  
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解説付図１２－ＡＱＢ２ＡＤ動作特性曲線（Ｓ－Ｈ特性） 

                                 ＡＱＢ３ＡＤ 
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解説付図１３－ＡＱＢ２ＡＤ動作特性曲線（Ｇ－Ｈ特性） 

                                 ＡＱＢ３ＡＤ 
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艦船用配電盤通則外 2 件の規格原案調査・作成 
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東芝三菱電機産業システム株式会社 

      株式会社日立製作所 
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       三井造船株式会社 
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